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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第100期 第101期 第102期 第103期 第104期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

(1）連結経営指標等           

売上高（百万円） 16,318 19,991 25,004 34,006 36,557 

経常損益（百万円） △83 1,285 3,545 5,363 5,535 

当期純損益（百万円） △901 △919 2,832 5,530 3,447 

純資産額（百万円） 18,880 17,675 18,986 23,272 23,450 

総資産額（百万円） 26,130 25,052 27,539 36,827 35,943 

１株当たり純資産額（円） 216.12 213.36 243.41 306.53 322.67 

１株当たり当期純損益（円） △10.17 △10.71 35.02 71.38 46.36 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － 34.99 70.81 46.05 

自己資本比率（％） 72.2 70.6 68.9 63.2 65.0 

自己資本利益率（％） △4.65 △5.03 15.45 26.17 14.79 

株価収益率（倍） － － 12.74 13.30 14.56 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
3,938 2,341 4,109 1,551 4,142 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
117 485 △558 △1,020 △383 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△3,499 △2,399 △1,637 △1,845 △3,157 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
1,767 2,195 4,112 2,796 3,496 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

712 

(－) 

660 

(70) 

641 

(173) 

605 

(305) 

601 

(427) 
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 （注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．連結経営指標等及び提出会社の経営指標等における「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、

第100期及び101期については、１株当たり当期純損失が計上されており、また、潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 

３．第100期の連結経営指標等における「従業員数」については、平均臨時雇用者数が従業員数の100分の10未満

のため、平均臨時雇用者数の記載を省略しております。 

  第100期の提出会社の経営指標等における「従業員数」については、平均臨時雇用者数が従業員数の100分の

10未満のため、平均臨時雇用者数の記載を省略しております。 

回次 第100期 第101期 第102期 第103期 第104期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

(2）提出会社の経営指標等           

売上高（百万円） 14,194 17,914 24,336 33,262 35,255 

経常損益（百万円） △166 1,067 3,164 5,016 5,110 

当期純損益（百万円） △972 △977 2,650 5,333 3,257 

資本金（百万円） 

（発行済株式総数）（千株） 

10,599 

(89,019) 

10,599 

(89,019) 

10,599 

(89,019) 

10,599 

(89,019) 

10,599 

(79,019) 

純資産額（百万円） 18,827 17,563 18,655 22,747 22,723 

総資産額（百万円） 25,041 23,854 26,927 36,215 35,186 

１株当たり純資産額（円） 215.51 212.00 239.16 299.63 312.66 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当額）

（円） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

5.00 

(2.00) 

8.00 

(3.00) 

10.00 

(4.00) 

１株当たり当期純損益（円） △10.97 △11.39 32.80 68.99 43.80 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － 32.77 68.44 43.51 

自己資本比率（％） 75.2 73.6 69.3 62.8 64.3 

自己資本利益率（％） △5.02 △5.37 14.63 25.77 14.36 

株価収益率（倍） － － 13.60 13.76 15.41 

配当性向（％） － － 15.2 11.6 22.8 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

419 

(－) 

406 

(42) 

426 

(100) 

423 

(192) 

425 

(247) 

2007/06/25 17:52:11株式会社ツガミ/有価証券報告書/2007-03-31



２【沿革】 

昭和12年３月 新潟県長岡市に資本金200万円で㈱津上製作所を設立。 

昭和13年12月 本社を東京市京橋区に移転。 

昭和16年９月 長岡工場の全工場完成。 

昭和20年２月 津上精密工学工業㈱を吸収合併。これを信州工場とする。 

昭和23年２月 本社を東京都港区に移転。 

昭和24年５月 東京、大阪、新潟各証券取引所に上場。 

昭和36年10月 東洋精機㈱を吸収合併。これを茨城工場とする。 

昭和43年７月 ㈱蔵王製作所を設立。 

昭和45年９月 津上総合研究所を長岡市に建設。 

昭和45年11月 社名を㈱津上に変更。 

昭和49年９月 津上工販㈱を設立。 

昭和50年３月 茨城工場を閉鎖、売却。 

昭和57年10月 社名を㈱ツガミに変更。 

昭和63年５月 アヅマシマモト㈱（現社名 ㈱ツガミシマモト（現・連結子会社））の株式を取得。 

平成３年４月 ㈱ツガミプレシジョン（現・連結子会社）を設立。 

平成３年５月 米国の工作機械製造会社「ウェルドン社」（ＷＭＴコーポレーションに社名変更）を買収。 

平成９年４月 ㈱ツガミハイテック（現社名 ㈱ツガミマシナリー（現・連結子会社））を設立。 

平成13年11月 ツガミテクノ㈱の株式を取得。 

平成14年12月 ＷＭＴコーポレーション清算結了。 

平成15年９月 津上精密机床（浙江）有限公司（現・連結子会社）を設立。 

平成16年４月 津上工販㈱を吸収合併。 

平成16年10月 ㈱シマモト精工とツガミテクノ㈱を合併。社名を㈱ツガミシマモト（現・連結子会社）とする。 

㈱ツガミハイテックと㈱ツガミマシナリーを合併。社名を㈱ツガミマシナリー（現・連結子会社）

とする。 

平成17年２月 ＲＥＭ ＳＡＬＥＳ ＬＬＣ（現・持分法非適用関連会社）に出資。 

平成17年11月 長岡工場及び信州工場の新工場棟完成。 

平成18年10月 ㈱ツガミ総合サービスと㈱ツガミツールを合併。社名を㈱ツガミ総合サービス（現・連結子会社）

とする。 
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３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社６社及び関連会社２社で構成され、自動旋盤、研削

盤、マシニングセンタ、転造盤、ラップ盤、その他の工作機械等の製造販売を主な内容とし、更に各企業に関連する

研究及びその他のサービス等の事業活動を展開しております。 

 なお、次の２部門は、「第５ 経理の状況 １(1）連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種類別セグメント情

報の区分と同一であります。 

 当社グループの事業に係る各社の位置付けは次のとおりであります。 

(1）当社グループの事業に係る各社の位置付け 

① 工作機械事業 

 当社が中心となって製造販売するほか、子会社㈱ツガミシマモト、津上精密机床（浙江）有限公司において

も製造販売しており、一部は当社で仕入れて販売しております。販売については、子会社㈱ツガミマシナリー

及びツガミ（タイ）、関連会社ＲＥＭ ＳＡＬＥＳ ＬＬＣにおいても行っております。 

 製造作業工程の一部については、子会社㈱ツガミシマモト及び津上精密机床（浙江）有限公司に委託してお

ります。 

② 専用機その他の事業 

 専用機、測定器、工具等は、当社及び子会社㈱ツガミマシナリーが製造販売しております。部品、製品の一

部については、子会社㈱ツガミマシナリー及び㈱ツガミプレシジョンから仕入れております。 

  

 当社グループの製品のアフターサービス等については、当社のほか、子会社㈱ツガミマシナリー及びツガミ

（タイ）でも行っております。 
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(2）事業の系統図 

 当社グループの事業系統図は、以下の通りであります。 

 
(注)当連結会計年度より、津上精密机床(浙江)有限公司を連結の範囲に含めております。 

平成18年10月１日付で㈱ツガミ総合サービスと㈱ツガミツールは合併し、社名は「㈱ツガミ総合サービス」となりま

した。 

平成19年４月１日付で㈱ツガミマシナリーの専用機部門は、㈱ツガミへ譲渡しました。 

 得                      意                      先 

販売会社 

㈱ツガミマシナリー 

※１ ツガミ(タイ) 

※２ REM SALES LLC 

製造・販売会社 

㈱ツガミシマモト 

津上精密机床(浙江)有限公司 

製造・販売会社 

㈱ツガミマシナリー(専用機部門) 

㈱ツガミプレシジョン 

㈱ ツ ガ ミ （ 製 造 ・ 販 売 ） 

工      作      機      械 専  用  機        そ  の  他 

㈱ツガミマシナリー 

※１ ツガミ(タイ) 

㈱ツガミ総合サービス 

保守・修理等サービス部門 （注） 無印 連結子会社 

※１．非連結子会社で持分法非適用会社

※２．関連会社で持分法非適用会社 

製品、部品の流れ 
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４【関係会社の状況】 

 （注）主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

平成18年10月１日付で㈱ツガミ総合サービスと㈱ツガミツールは合併し、社名は「㈱ツガミ総合サービス」とな

りました。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。また、

当社より他社への出向者（114人）を含んでおりません。 

２．平均年間給与（税込み）は、時間外手当及び賞与を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 当社の労働組合は産業別労働組合ＪＡＭに属し、組合員数は323名でユニオンショップ制であります。 

 なお、労使関係については良好であります。 

名称 住所 
資本金又
は出資金 

主要な事業の内容 
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％） 

関係内容 

連結子会社           

㈱ツガミマシナリー 
神奈川県川崎市

川崎区 
60百万円 

工作機械事業及び

専用機その他の事

業 

100 

当社製品の据付修理及

び専用機の組立を行っ

ている 

役員の兼任あり 

㈱ツガミシマモト 新潟県長岡市 250百万円 工作機械事業 100 

当社製品の加工及び組

立を行っている 

役員の兼任あり 

㈱ツガミ総合サービス 新潟県長岡市 42百万円 
専用機その他の事

業 
100 

工場構内における建物

並びに設備の点検、保

守、損保代理業務 

役員の兼任あり 

㈱ツガミプレシジョン 新潟県長岡市 10百万円 
専用機その他の事

業 
100 

当社製品の測定器・原

器の加工を行っている 

役員の兼任あり 

津上精密机床(浙江)有

限公司 
中国浙江省 

33百万 

人民元 
工作機械事業 100 

当社製品の加工及び組

立を行っている 

役員の兼任あり 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

工作機械事業 526 (375)  

専用機その他の事業 40 (32)  

全社（共通） 35 (20)  

合計 601 (427)  

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

425(247)  43.5 18.6 6,289,095 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益が改善し設備投資が引き続き増加するとともに、雇用情勢が改

善に向かい個人消費が堅調に推移する等、緩やかな景気回復が続いております。 

 工作機械業界におきましても、自動車関連産業、ＩＴ関連、一般機械と幅広い業種で設備投資が行われ、工作機

械業界全体の受注実績は引き続き高水準を維持しております。 

 このような状況の下で、当社グループは長年培った精密加工のノウハウをもとに、環境・省エネ・安全対応が求

められる自動車関連、更に高度化するＩＴ関連およびその他の業界のニーズに応える精密加工機械を引き続き提供

するとともに、各種新製品を市場に提供してまいりました。 

 前年度に実施いたしました長岡、信州、中国の新工場と、生産子会社も含めた生産能力増強投資により構築いた

しました新生産体制の本格稼動と、部品の内製化・ユニット化等の一層の取り組みにより、生産性の向上とコスト

ダウンに努めてまいりました。 

 この結果、当期まで４期連続して増収増益。当期決算は売上高、経常利益とも既往ピークを更新いたしました。

 売上高につきましては、新規ユーザーの開拓を積極的に行うなどの営業努力の結果、36,557百万円（前年度比

7.5％増）となりました。 

 国内売上は21,260百万円（前年度比3.9％増）、輸出額は15,296百万円（前年度比12.9％増）となり、輸出比率

は41.8％となりました。 

 損益につきましては、営業利益は5,478百万円（前年度比3.7％増）、経常利益は5,535百万円（前年度比3.2％

増）となりました。当期純利益は、3,447百万円（前年度比37.7％減）となりました。これは前年は特別利益の計

上があったこと、並びに今年度は税務上の控除がなくなり通常の税負担となったためであります。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 工作機械事業につきましては、売上高32,774百万円（前年度比12.6％増）、営業利益5,652百万円（前年度

比13.3％増）となりました。 

② 専用機その他の事業につきましては、ＯＥＭ生産を縮小したことにより売上高3,782百万円（前年度比

23.0％減）、営業利益584百万円（前年度比35.0％減）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 キャッシュ・フローについては、「第２事業の状況 ７ 財政状態及び経営成績の分析 (2)キャッシュ・フ

ローの分析」の項目をご参照下さい。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．記載金額は標準仕切価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の工作機械事業については、見込み生産を行っておりますが、専用機その

他の事業の一部については、受注生産を行っております。 

 上記受注生産の受注状況は、下記のとおりです。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

工作機械事業（百万円） 33,079 113.3 

専用機その他の事業（百万円） 3,725 83.4 

合計（百万円） 36,804 109.3 

区分 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

専用機その他の事業のう

ち、受注生産 
2,586 60.6 273 57.3 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

工作機械事業（百万円） 32,774 112.6 

専用機その他の事業（百万円） 3,782 77.0 

合計（百万円） 36,557 107.5 

相手先 

前連結会計年度 

 （自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

 （自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日） 

金額（百万円）  割合（％）  金額（百万円）  割合（％）  

㈱東京精密 3,485 10.2 1,876 5.1 

2007/06/25 17:52:11株式会社ツガミ/有価証券報告書/2007-03-31



３【対処すべき課題】 

当社グループは、一層の躍進を果たすため、以下の重点課題に対し積極的に取り組んでまいります。 

(1) 成長分野を狙った新製品の投入 

 今後、設備投資意欲が旺盛な成長分野、例えば環境・省エネ安全対応が求められる自動車向け部品、電機業

界のＦＤＢ、小型モーター、通信分野および医療分野における高精度の小型部品加工を狙い、高度化するお客

様の要請に十分応えられる新製品の開発に全力で取り組んでまいります。 

(2) 成長地域に適合した戦略 

 今後の高い成長が期待され、設備投資が活発なアジア市場の拡販を図ってまいります。 

 特に、工作機械の世界的需要の最大規模となる可能性が高い中国市場へ、最適の製品をタイムリーに提供で

きるよう、生産・販売・サービスの拠点を作り本格進出を始めましたが、更に体制の整備を図ってまいりま

す。 

 また、東南アジア市場には、タイ現地法人を拡充・強化し、サービスの充実に努めてまいります。 

(3) 経営の効率化と顧客満足度の向上 

 企業グループとしての総合力を高めるため、関係会社も含め営業・生産・管理体制の一体化と高効率経営を

図ってまいります。 

 長岡、信州、中国の新工場の建設と生産子会社を含めた生産能力増強投資により、新生産体制がスタートし

ましたが、今後は増強された生産設備の稼働率の向上を図り、投資効果を最大限引き出すよう努めてまいりま

す。 

 また、引き続きお客様のニーズに合致した新製品の提供とサービスの充実に努め、常に顧客満足度の向上を

目指す経営に全力で取り組んでまいります。 

 以上のような活動と同時に環境保全やコンプライアンスなど、ＣＳＲ活動にも積極的に取り組み、株主やお

客様をはじめとする全てのステークホルダーの皆様に信頼される企業として、最大限の経営努力をしてまいり

ます。 

(4) 会社の支配に関する基本方針 

 当社は、創業以来培ってきた精密技術を基礎に、市場のニーズを絶えず先取りし、「高精度」「高速」「高

剛性」の工作機械を提供することを通じ、社会に貢献するとともに企業価値を高めてまいりました。 

 また、株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題の一つと考え、安定配当と自己株式の取得を柱に連結

業績の向上に応じた利益還元を実施してまいります。 

 当社は、上記基本方針により、企業価値・株主共同の利益の確保または向上に全力で取組む所存でありま

す。 

 昨今のわが国の資本市場においては、株主および投資家の皆様に十分な情報開示が行われることなく、突

然、株式等の大量買付が行われる事例が少なからず見受けられます。 

 当社において、そのような事態に至った場合、その結果として当社の企業価値および株主共同の利益が損な

われる可能性も否定できません。 

 従いまして、当社といたしましては、当社の企業価値・株主共同の利益を守るため、必要があれば株主の皆

様のご意見をより直接的に反映出来ること等を加味しました「当社株式の大量買付行為に関する対応策（買収

防衛策）」の導入等、適切な対応を行う方針であります。 

４【事業等のリスク】 

 当社グループの経営成績、株価及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなものがありま

す。 

(1) 市場変動による影響 

 工作機械業界は、景気変動の影響を受けやすい業界でありますが、当社グループは高効率経営を目指し、固

定費削減等により、予期せぬ市場規模の縮小による業績への影響を少なくすべく努力を続けております。 

(2) 品質に関する影響 

 当社グループは、積極的に新製品を開発し早期に市場に投入すると同時に、ＩＳＯ１４００１及びＩＳＯ９

００１の認証取得を含む環境保全・品質保証体制を確立しております。予期せぬ不具合品の発生に備え、従来

の製品品質向上委員会を更に強化する目的から品質保証部を設置し、迅速かつ的確な対応を行うことにより、

業績への影響の最小化に努めてまいります。 
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５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 当社グループは製品開発、技術開発において、長年培った精密加工の技術を基に、顧客のニーズに迅速に対応し、

高速、高精度、高剛性機をスピーディーに開発する為、活発な製品開発活動を行っております。 

 当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費の総額は、636百万円であります。 

(1) 工作機械事業 

 当社が中心となって、環境・安全・省エネ対応の自動車関連部品（電動パワステ、次世代ブレーキ、環境対応エ

ンジン）の加工や、今後ますます高精度化する情報・通信関連分野、特にハードディスク駆動装置（ＨＤＤ）など

パソコン関連部品、携帯電話・デジタルカメラなど小型情報端末部品、医療関連部品等の超精密加工部品に対応で

きる、小型・高速高精度加工機の開発に力を注いでおります。 

 当連結会計年度の主な成果としては、ＣＮＣ精密自動旋盤ＢＥ２０－Ⅴ、ＢＳ１２－Ⅴ、ＢＨ３８、Ｃ１５、Ｐ

０１等の開発であります。 

 当事業に係る研究開発費は、636百万円であります。 

  

(2) 専用機その他の事業 

 当連結会計年度における当事業に係る研究開発費はありませんでした。 
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７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態の分析 

（流動資産） 

 当連結会計年度末における流動資産の残高は、25,920百万円（前連結会計年度末は26,394百万円）となり、474

百万円減少しました。これは主に、現金及び預金が730百万円増加した一方、たな卸資産275百万円及びその他流動

資産(預け金、未収入金等)が821百万円減少したことによるものです。 

（固定資産） 

 当連結会計年度末における固定資産の残高は、10,023百万円（前連結会計年度末は10,432百万円）となり、409

百万円減少しました。これは主に、有形固定資産が421百万円増加した一方、投資その他の資産が846百万円減少し

たことによるものです。 

（流動負債） 

 当連結会計年度末における流動負債の残高は、11,344百万円（前連結会計年度末は12,168百万円）となり、824

百万円減少しました。これは主に、未払法人税等の減少によるものです。 

（固定負債） 

 当連結会計年度末における固定負債の残高は、1,148百万円（前連結会計年度末は1,386百万円）となり、237百

万円減少しました。これは主に、繰延税金負債の減少によるものです。 

（純資産） 

 当連結会計年度末における純資産の残高は、23,450百万円（前連結会計年度末の資本の残高は23,272百万円）と

なりました。 

(2）キャッシュ・フローの分析 

（キャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末比700百万円増加し、3,496百万円となりま

した。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金は、4,142百万円の増加（前連結会計年度は1,551百万円の増加）となりました。これは主

に、税金等調整前当期純利益5,218百万円、減価償却費759百万円により資金が増加した一方、法人税等の支払い

2,568百万円等により資金が減少したことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金は、383百万円の減少（前連結会計年度は1,020百万円の減少）となりました。これは主に、

有形固定資産の売却724百万円により資金が増加した一方、有形固定資産の取得1,071百万円により資金が減少した

ことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金は、3,157百万円の減少（前連結会計年度は1,845百万円の減少）となりました。これは主

に、自己株式の売却による収入115百万円により資金が増加した一方、自己株式の取得による支出2,594百万円、配

当金の支払677百万円により資金が減少したことによるものです。 

(3）経営成績の分析 

 当連結会計年度における売上高は、36,557百万円（前年同期比7.5％増）、営業利益は5,478百万円（前年同期比

3.7％増）となりました。当期純利益につきましては、法人税、住民税及び事業税1,882百万円を計上したこと等に

より、3,447百万円（前年同期比37.7％減）となりました。 

 なお、事業別の分析は、「第２事業の状況 １業績等の概要 (1）業績」の項目をご参照下さい。 
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第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループでは、総額953百万円の設備投資を実施致しました。 

 事業の種類別設備投資は次のとおりです。 

 工作機械事業においては、当社長岡工場の生産設備を中心に781百万円の設備投資を実施致しました。 

 専用機その他の事業においては、当社信州工場の生産設備を中心に171百万円の設備投資を実施致しました。 

 所要資金としては、自己資金を充当しております。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

(2）国内子会社 

(3）在外子会社 

 （注）帳簿価額のうち「その他」は、工具及び器具備品の合計額で、建設仮勘定は含んでおりません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

 設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定していますが、計画策定に当っては提出会社を中心に調整を図って

おります。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

  平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 

建物 機械装置 
土地 

（面積㎡）
その他 合計 

長岡工場 

（新潟県長岡市） 
工作機械事業 

工作機械製造設

備 
2,415 1,181 

232 

(71,339) 
293 4,123 

282 

(155) 

信州工場 

（長野県佐久市） 

工作機械事業 

専用機その他の

事業 

工作機械及び専

用機その他製造

設備 

792 726 
22 

(64,685) 
71 1,613 

68 

(81) 

その他 

（東京都板橋区） 
－ 社宅 214 － 

59 

(264) 
0 274 － 

その他 

（神奈川県川崎市川崎区） 
－ 独身寮 196 － 

91 

(469) 
1 289 － 

  平成19年３月31日現在

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数
（人） 

建物 機械装置 
土地 

（面積㎡）
その他 合計 

㈱ツガミシマモト 

新潟工場他 

(新潟県新潟市

他) 

工作機械事業 
工作機械製

造設備 
93 21 

111 

(12,353) 
25 251 

77 

(38) 

  平成19年３月31日現在

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数
（人） 

建物 機械装置 
土地 

（面積㎡）
その他 合計 

津上精密机床(浙江)

有限公司 

中国工場 

(中国浙江省) 
工作機械事業 

工作機械製

造設備 
311 150 

－ 

(－) 
22 484 

4 

(48) 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別セグメ
ントの名称 

設備の内容 

投資予定額 

資金調達方法 

着手及び完了予定年月 

総額 
(百万円) 

既支払額 
(百万円) 

着手 完了 

当社長岡工場 新潟県長岡市  工作機械事業  機械装置他  86 － 自己資金  平成19.3 平成19.10  

当社信州工場  長野県佐久市  
工作機械事業  

専用機その他の事業 
機械装置他  184 － 自己資金 平成19.3 平成19.10 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 320,000,000 

計 320,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株）

（平成19年３月31日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月28日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 79,019,379 同左  

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

－ 

計 79,019,379 同左  － － 
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(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成16年６月25日 定時株主総会決議 

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） （注）１ 230 215 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 230,000 215,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 286 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 

至 平成21年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） （注）２ 

発行価格      286 

資本組入額     143 
同左 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使は

できないこととする。 

その他の権利行使の条件

は、当社と対象者との間で

締結する「新株予約権割当

契約」に定めるものとす

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要

する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －  
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 （注）１．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は（以下、「付与株式数」という。）は1,000株とする。 

ただし、新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という。）以降、当社が当社普通株式の分割または併

合を行う場合には、付与株式数は分割または併合の比率に応じ比例的に調整するものとし、調整の結果１株

未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てる。 

また、発行日以降、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする

やむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で

付与株式数を調整する。 

２．各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式

1株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

なお、発行日以降、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分す

る場合（新株予約権の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円

未満の端数は、これを切り上げる。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。 

また、発行日以降、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は株式の分割または併

合の比率に応じ比例的に調整するものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

さらに、発行日以降、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とする

やむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で

行使価額を調整する。 

 
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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② 平成17年６月24日 定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は（以下、「付与株式数」という。）は1,000株とする。 

ただし、新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という。）以降、当社が当社普通株式の分割または併

合を行う場合には、付与株式数は分割または併合の比率に応じ比例的に調整するものとし、調整の結果１株

未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てる。 

また、発行日以降、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする

やむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で

付与株式数を調整する。 

２．各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式

1株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

なお、発行日以降、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分す

る場合（新株予約権の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円

未満の端数は、これを切り上げる。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。 

また、発行日以降、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は株式の分割または併

合の比率に応じ比例的に調整するものとし、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

さらに、発行日以降、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とする

やむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で

行使価額を調整する。 

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） （注）１ 360 360 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 360,000 360,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 575 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成22年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） （注）２ 

発行価格       575 

資本組入額     288 
同左 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使は

できないこととする。 

その他の権利行使の条件

は、当社と対象者との間で

締結する「新株予約権割当

契約」に定めるものとす

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要

する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －  

 
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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③ 平成17年６月24日 定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は（以下、「付与株式数」という。）は1,000株とする。 

ただし、新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という。）以降、当社が当社普通株式の分割または併

合を行う場合には、付与株式数は分割または併合の比率に応じ比例的に調整するものとし、調整の結果１株

未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てる。 

また、発行日以降、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする

やむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で

付与株式数を調整する。 

２．各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額 

各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式

１株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。 

なお、発行日以降、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分す

る場合（新株予約権の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円

未満の端数は、これを切り上げる。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。 

また、発行日以降、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は株式の分割または併

合の比率に応じ比例的に調整するものとし、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

さらに、発行日以降、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とする

やむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で

行使価額を調整する。 

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） （注）１ 180 180 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 180,000 180,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日 

至 平成37年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） （注）２ 

発行価格         1 

資本組入額       1 
同左 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使は

できないこととする。 

その他の権利行使の条件

は、当社と対象者との間で

締結する「新株予約権割当

契約」に定めるものとす

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要

する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －  

 
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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３．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、当社の取締役（委員会等設置会社における執行役を含む。）、監査役および役付執行役員

のいずれの地位をも喪失したときに限り、新株予約権を行使できるものとする。ただしこの場合、新株予約

権者は、地位を喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から当該権利行使開始日より７日

を経過する日（ただし、当該日が営業日でない場合には、前営業日）までの間に限り、新株予約権を行使で

きるものとする。 

②前項に関わらず、平成36年６月30日に至るまで新株予約権者が権利行使日を迎えなかった場合には、平成36

年７月１日より新株予約権を行使できるものとする。 

③新株予約権者が死亡した場合、相続人が新株予約権を行使することができる。ただしこの場合、相続人は、

新株予約権者が死亡した日の翌日から６ヶ月を経過する日（ただし、当該日が営業日でない場合には、前営

業日）までの間に限り、新株予約権を行使することができる。 
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

④ 平成18年６月23日 定時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は（以下、「対象株式数」という。）は1,000株とする。 

ただし、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の

記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、対象株式数を次の算式により調整し、調整の結果生じる

１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

  調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の比率 

なお、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的である株式の数

についてのみ行われるものとする。 

また、上記のほか、対象株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で対象

株式数を調整する。  

２．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権を行使することにより交付を受けるこ

とができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に対象株式数を乗じた金額とする。

なお、割当日後、当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、行使価額を次の算式により

調整し、調整の結果により生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式の処分を行う

場合（会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当

社普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券の転換および当社普通株式の交付を請求できる新株予

約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）には、行使価額を次の算式

により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式数から当社が保有する普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分す

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） （注）１ 340 340 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 340,000 340,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 759 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年７月４日 

至 平成23年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） （注）２、３ 

発行価格         935 

資本組入額       468 
同左 

新株予約権の行使の条件 

当社取締役会決議および当

社とこれに基づき新株予約

権付与対象者との間で締結

する「新株予約権割当契

約」に定めるところによる

ものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要

する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４ 同左 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 

 
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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る自己株式数」に読み替えるものとする。 

さらに、上記のほか、割当日後、他の種類株式の普通株式への無償割当て、他の会社の株式の普通株式へ配

当を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、かかる割当て又は配当等

の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。 

３．発行価格は、新株予約権の払込金額759円と行使時の払込金額176円を合算しております。 

４．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生

日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設

分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移

転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存

新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第８

号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付するこ

ととする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合

併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

ⅰ 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

ⅱ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

ⅲ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１．に準じて決定する。 

ⅳ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「各新株予約権の行使に際して

出資される財産の価額」で定められる行使価額を組織再編行為の条件等を勘案の上調整して得られる再

編後行使金額に上記ⅲに従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じ

て得られる金額とする。  

ⅴ 新株予約権を行使することができる期間 

上記表における新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記表における新株予約権の行使期間の満了日までとする。 

ⅵ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

イ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

は、これを切り上げるものとする。 

ロ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記イ記載の資本

金等増加限度額から上記イに定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

ⅶ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

ⅷ 新株予約権の取得条項 

以下のイ、ロ、ハ、ニ又はホの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合

は、当社の取締役会決議又は代表執行役の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社

は無償で新株予約権を取得することができる。 

イ 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

ロ 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案 

ハ 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 

ニ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案 

ホ 新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

と若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについて

の定めを設ける定款の変更承認の議案 

ⅸ その他の新株予約権の行使の条件 

上記「新株予約権の行使の条件」に準じる。 
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⑤ 平成18年６月23日 取締役会決議 

 （注）１．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は（以下、「対象株式数」という。）は1,000株とする。 

ただし、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の

記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、対象株式数を次の算式により調整し、調整の結果生じる

１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

 調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の比率 

なお、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的である株式の数

についてのみ行われるものとする。 

また、上記のほか、対象株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で対象

株式数を調整する。  

２．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けること

ができる株式１株当たりの金銭の額を１円とし、これに対象株式数を乗じた金額とする。 

３．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、当社の取締役（委員会等設置会社における執行役を含む。）、監査役、役付執行役員およ

びこれに準ずる使用人のいずれの地位をも喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。ただし

この場合、新株予約権者は、地位を喪失した日の翌日（以下、「権利開始日」という。）から当該権利開始

日より７日を経過する日（ただし、当該日が営業日でない場合には、前営業日）までの間に限り、新株予約

権を行使できるものとする。 

②上記以外の権利行使の条件については取締役会において承認する。 

４．発行価格は、新株予約権の払込金額608円と行使時の払込金額１円を合算しております。 

５．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生

日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設

分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移

転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存

新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第８

号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付するこ

ととする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） （注）１ 78 78 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 78,000 78,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月21日 

至 平成38年７月20日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） （注）２、４ 

発行価格       609 

資本組入額     305 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要

する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ 同左 
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併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

ⅰ 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

ⅱ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

ⅲ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１．に準じて決定する。 

ⅳ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記

ⅲに従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編

対象会社の株式１株当たり１円とする。  

ⅴ 新株予約権を行使することができる期間 

上記表における新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記表における新株予約権の行使期間の満了日までとする。 

ⅵ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

イ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

は、これを切り上げるものとする。 

ロ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記イ記載の資本

金等増加限度額から上記イに定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

ⅶ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

ⅷ 新株予約権の取得条項 

以下のイ、ロ、ハ、ニ又はホの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合

は、当社の取締役会決議又は代表執行役の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社

は無償で新株予約権を取得することができる。 

イ 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

ロ 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案 

ハ 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 

ニ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案 

ホ 新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

と若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについて

の定めを設ける定款の変更承認の議案 

ⅸ その他の新株予約権の行使の条件 

上記「新株予約権の行使の条件」に準じる。 
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⑥ 平成18年６月23日 定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は（以下、「対象株式数」という。）は1,000株とする。 

ただし、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の

記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、対象株式数を次の算式により調整し、調整の結果生じる

１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

 調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の比率 

なお、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的である株式の数

についてのみ行われるものとする。 

また、上記のほか、対象株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で対象

株式数を調整する。  

２．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けること

ができる株式１株当たりの金銭の額を１円とし、これに対象株式数を乗じた金額とする。 

３．新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、当社の取締役（委員会等設置会社における執行役を含む。）、監査役、役付執行役員およ

びこれに準ずる使用人のいずれの地位をも喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。ただし

この場合、新株予約権者は、地位を喪失した日の翌日（以下、「権利開始日」という。）から当該権利開始

日より７日を経過する日（ただし、当該日が営業日でない場合には、前営業日）までの間に限り、新株予約

権を行使できるものとする。 

②上記以外の権利行使の条件については取締役会において承認する。 

４．発行価格は、新株予約権の払込金額608円と行使時の払込金額１円を合算しております。 

５．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生

日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設

分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移

転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存

新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第８

号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付するこ

ととする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） （注）１ 59 59 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 59,000 59,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月21日 

至 平成38年７月20日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） （注）２、４ 

発行価格       609 

資本組入額     305 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するため

には、取締役会の承認を要

する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ 同左 
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併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

ⅰ 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

ⅱ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

ⅲ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１．に準じて決定する。 

ⅳ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記

ⅲに従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編

対象会社の株式１株当たり１円とする。  

ⅴ 新株予約権を行使することができる期間 

上記表における新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記表における新株予約権の行使期間の満了日までとする。 

ⅵ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

イ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

は、これを切り上げるものとする。 

ロ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記イ記載の資本

金等増加限度額から上記イに定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

ⅶ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

ⅷ 新株予約権の取得条項 

以下のイ、ロ、ハ、ニ又はホの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合

は、当社の取締役会決議又は代表執行役の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社

は無償で新株予約権を取得することができる。 

イ 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

ロ 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案 

ハ 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 

ニ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案 

ホ 新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

と若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについて

の定めを設ける定款の変更承認の議案 

ⅸ その他の新株予約権の行使の条件 

上記「新株予約権の行使の条件」に準じる。 
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(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．資本準備金減少差益への振替による減少であります。 

２．自己株式の消却による減少であります。 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式6,341,667株は、「個人その他」に6,341単元、「単元未満株式の状況」に667株を含めて記載して

おります。 

２．上記「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が22単元含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高 

（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成14年６月27日 

（注）１ 
－ 89,019,379 － 10,599 △5,000 4,138 

平成18年11月15日 

（注）２ 
△10,000,000 79,019,379 － 10,599 － 4,138 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 57 48 165 82 5 8,654 9,011 － 

所有株式数

（単元） 
－ 29,297 1,344 4,458 13,944 15 29,414 78,472 547,379 

所有株式数の

割合（％） 
－ 37.3 1.7 5.7 17.8 0.0 37.5 100.0 － 
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(6）【大株主の状況】 

 （注）１．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数はすべて、信託業務に係るものであります。 

２．上記みずほ信託銀行株式会社の所有株式数はすべて信託業務に係るものであります。 

  なお、そのうち退職給付信託東京精密口に係る株式数は、4,592千株であり、その他の信託業務に係る株式

数は、284千株であります。 

３．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数はすべて、信託業務に係るものであります。

４．上記資産管理サービス信託銀行株式会社の所有株式数はすべて、信託業務に係るものであります。 

５．自己株式6,341千株（8.02％）については、議決権がないため大株主上位10位から除いております。 

  平成19年３月31日現在

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

日本マスタートラスト信

託銀行株式会社（信託

口） 

東京都港区浜松町2-11-3 7,314 9.25 

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区晴海1-8-12 4,876 6.17 

日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社（信

託口） 

東京都中央区晴海1-8-11 3,708 4.69 

モルガンスタンレーアン

ドカンパニーインターナ

ショナルリミテッド 

（常任代理人 モルガ

ン・スタンレー証券会

社） 

25CABOT SQUARE,CANARY WHARF,LONDON E14 4QA,U.K. 

（東京都渋谷区恵比寿４－20－３） 
2,283 2.88 

モルガンスタンレーアン

ドカンパニーインク 

（常任代理人 モルガ

ン・スタンレー証券会

社） 

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK 10036,U.S.A 

（東京都渋谷区恵比寿４－20－３） 
2,098 2.65 

株式会社森精機製作所 奈良県大和郡山市北郡山町106 2,000 2.53 

バンクオブニューヨーク

ヨーロッパリミテッドル

クセンブルグ131800 

（常任代理人 株式会社

みずほコーポレート銀行

兜町証券決済業務室） 

6D ROUTE DE TREVES L-2633 SENNINGERBERG 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 
1,898 2.40 

第一生命保険相互会社 東京都中央区晴海1-8-12 1,803 2.28 

資産管理サービス信託銀

行株式会社 
東京都中央区晴海1-8-12 1,720 2.17 

株式会社北越銀行 新潟県長岡市大手通2-2-14 1,484 1.87 

計  － 29,184 36.93 
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(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式が、22千株（議決

権の数22個）含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  6,341,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 72,131,000 72,131 － 

単元未満株式 普通株式    547,379 － － 

発行済株式総数 79,019,379 － － 

総株主の議決権 － 72,131 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ツガミ 
東京都中央区日本

橋堀留町1-９-10 
6,341,000 － 6,341,000 8.02 

計 － 6,341,000 － 6,341,000 8.02 
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(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法及び会社法に基づき新株予約権を発

行する方法によるものであります。 

 当該制度の内容は、以下のとおりであります。 

１．平成16年６月25日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社及び当社子会社の取締役、監査役及び使用人に対して新

株予約権を発行することを、平成16年６月25日開催の第101期定時株主総会において特別決議されたものでありま

す。 

決議年月日 平成16年６月25日 

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社取締役   4 

当社監査役   4 

当社使用人  46 

子会社取締役 12 

子会社監査役  1 

子会社使用人  3 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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２．平成17年６月24日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

① 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社及び当社子会社の取締役、監査役及び使用人に対して

新株予約権を発行することを、平成17年６月24日開催の第102期定時株主総会において特別決議されたものであり

ます。 

② 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社取締役、監査役及び役付執行役員に対して新株予約権

を発行することを、平成17年６月24日開催の第102期定時株主総会において特別決議されたものであります。 

決議年月日 平成17年６月24日 

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社取締役   1 

当社使用人  40 

子会社取締役 10 

子会社使用人  1 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

決議年月日 平成17年６月24日 

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社取締役    4 

当社監査役    4 

当社役付執行役員 7 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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３．平成18年６月23日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

① 会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社使用人ならびに当社子会社の取締役、監査役に対

してストックオプションとして特に有利な条件により発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任

することを、平成18年６月23日開催の第103期定時株主総会において特別決議されたものであります。 

② 会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社役付執行役員およびこれに準じる使用人に対し、

株式報酬型ストックオプションとして特に有利な条件により発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会

に委任することにつき、平成18年６月23日開催の第103期定時株主総会において特別決議されたものであります。 

決議年月日 平成18年６月23日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社使用人        45 

当社子会社の取締役    8 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「（2）新株予約権等の状況」に記載 

決議年月日 平成18年６月23日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社役付執行役員         8 

これに準ずる使用人       3 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「（2）新株予約権等の状況」に記載 
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４．平成18年６月23日開催の取締役会決議に基づくもの 

  会社法第238条および第240条の規定に基づき、当社取締役および監査役に対し、株式報酬型ストックオプション

として発行する新株予約権の募集事項の決定を平成18年６月23日開催の取締役会において決議されたものでありま

す。 

決議年月日 平成18年６月23日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役 4 

当社監査役 4 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「（2）新株予約権等の状況」に記載 
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５．平成19年６月22日開催の定時株主総会決議に基づくもの 

① 会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社使用人並びに当社子会社の取締役、監査役に対し

てストックオプションとして特に有利な条件により発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任す

ることを、平成19年６月22日開催の第104期定時株主総会において特別決議されたものであります。 

（注）１．新株予約権の総数は、合計350個を上限とする。なお、新株予約権の目的である株式の種類は普通株式と

し、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「対象株式数」という。）は1,000株とする。 

ただし、本株主総会における決議の日（以下、「決議日」という。）以降、当社が当社普通株式につき、株

式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う

場合には、対象株式数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の比率 

なお、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的である株式の数

についてのみ行われるものとする。 

また、上記のほか、決議日後、対象株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な

範囲で対象株式数を調整する。 

２．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権を行使することにより交付を受けるこ

とができる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に対象株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成

立しない日を除く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」とい

う。）の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げる。）又は割当日の前日の終値（当日に終

値がない場合はそれに先立つ直近の取引日の終値）のいずれか高い金額とする。 

なお、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、行使価額を次の算式

により調整し、調整の結果により生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。 

また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行う

場合（会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当

社普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券の転換又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）には、行使価額を次の算式に

より調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。 

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式数から当社が保有する普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分

する自己株式数」に読み替えるものとする。 

決議年月日 平成19年６月22日 

付与対象者の区分及び人数 
当社使用人        42 

当社子会社の取締役    7 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 350,000株を上限とする （注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２ 

新株予約権の行使期間 
割当日の翌日から２年を経過した日から平成24年６月30日ま

で 

新株予約権の行使の条件 

当社取締役会決議および当社とこれに基づき新株予約権付与

対象者のとの間で締結する「新株予約権割当契約書」に定め

るところによるものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するためには、取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３ 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 

  
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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さらに、上記のほか、割当日後、他の種類株式の普通株式への無償割当て、他の会社の株式の普通株式へ配

当を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、かかる割当て又は配当等

の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。 

３．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生

日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設

分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移

転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存

新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第８

号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付するこ

ととする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合

併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

ⅰ 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

ⅱ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

ⅲ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１．に準じて決定する。 

ⅳ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記「各新株予約権の行使に際して

出資される財産の価額」の注記で定められる行使価額を組織再編行為の条件等を勘案の上調整して得ら

れる再編後行使金額に上記ⅲに従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

を乗じて得られる金額とする。  

ⅴ 新株予約権を行使することができる期間 

上記表における新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記表における新株予約権の行使期間の満了日までとする。 

ⅵ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

イ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

は、これを切り上げるものとする。 

ロ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記イ記載の資本

金等増加限度額から上記イに定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

ⅶ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

ⅷ 新株予約権の取得条項 

以下のイ、ロ、ハ、ニ又はホの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合

は、当社の取締役会決議又は代表執行役の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社

は無償で新株予約権を取得することができる。 

イ 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

ロ 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案 

ハ 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 

ニ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案 

ホ 新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

と若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについて

の定めを設ける定款の変更承認の議案 

ⅸ その他の新株予約権の行使の条件 

上記「新株予約権の行使の条件」に準じる。 

2007/06/25 17:52:11株式会社ツガミ/有価証券報告書/2007-03-31



② 会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社役付執行役員およびこれに準じる使用人に対し、

株式報酬型ストックオプションとして特に有利な条件により発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会

に委任することにつき、平成19年６月22日開催の第104期定時株主総会において特別決議されたものであります。 

 （注）１．新株予約権の総数は、合計89個を上限とする。なお、新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、

各新株予約権の目的である株式の数（以下、「対象株式数」という。）は1,000株とする。 

ただし、本株主総会における決議の日（以下、「決議日」という。）後、当社が当社普通株式につき、株式

分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載に同じ。）又は株式併合を行う場合に

は、対象株式数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り捨てるものとす

る。 

 調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の比率 

なお、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的である株式の数

についてのみ行われるものとする。 

また、上記のほか、決議日後、対象株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な

範囲で対象株式数を調整する。 

２．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けること

ができる株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに対象株式数を乗じた金額とする。 

３．新株予約権の行使の条件 

 ⅰ 新株予約権者は、上記表における新株予約権の行使期間内において、原則として当社の取締役（委員会

設置会社における執行役を含む。）、監査役、役付執行役員およびこれに準ずる使用人のいずれの地位

をも喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。ただしこの場合、新株予約権者は、地位

を喪失した日の翌日（以下、「権利開始日」という。）から当該権利開始日より７日を経過する日（た

だし、当該日が営業日でない場合には、前営業日）までの間に限り、新株予約権を行使できるものとす

る。 

 ⅱ 上記以外の権利行使の条件については取締役会において承認する。 

４．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生

日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設

分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移

転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存

新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第８

号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付するこ

ととする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合

併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

ⅰ 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

決議年月日 平成19年６月22日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社役付執行役員        11 

これに準ずる使用人       1 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 89,000株を上限とする （注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円 （注）２ 

新株予約権の行使期間 新株予約権を割り当てる日の翌日から20年以内 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するためには、取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４ 
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新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

ⅱ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

ⅲ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１．に準じて決定する。 

ⅳ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記

ⅲに従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編

対象会社の株式１株当たり１円とする。  

ⅴ 新株予約権を行使することができる期間 

上記表における新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記表における新株予約権の行使期間の満了日までとする。 

ⅵ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

イ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

は、これを切り上げるものとする。 

ロ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記イ記載の資本

金等増加限度額から上記イに定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

ⅶ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

ⅷ 新株予約権の取得条項 

以下のイ、ロ、ハ、ニ又はホの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合

は、当社の取締役会決議又は代表執行役の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社

は無償で新株予約権を取得することができる。 

イ 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

ロ 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案 

ハ 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 

ニ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案 

ホ 新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

と若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについて

の定めを設ける定款の変更承認の議案 

ⅸ その他の新株予約権の行使の条件 

上記「新株予約権の行使の条件」に準じる。 
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６．平成19年６月22日開催の取締役会決議に基づくもの 

  会社法第238条および第240条の規定に基づき、当社取締役および監査役に対し、株式報酬型ストックオプション

として発行する新株予約権の募集事項の決定を、平成19年６月22日開催の取締役会において決議されたものであり

ます。 

 （注）１．取締役については76個、監査役については25個を、各事業年度に係る定時株主総会の日から１年以内に発行

する新株予約権の総数の上限とする。なお、新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、各新株予

約権の目的である株式の数（以下、「対象株式数」という。）は1,000株とする。 

なお、当社が、当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。）又は株式併合等を

行うことにより、対象株式数の調整をすることが適切な場合は、当社は必要と認める調整を行うものとす

る。 

 調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の比率 

２．各新株予約権の行使に際して出資される金額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けること

ができる株式１株当たりの払込金額の額を１円とし、これに対象株式数を乗じた金額とする。 

３．新株予約権の行使の条件 

イ 新株予約権者は、原則として当社の取締役（委員会設置会社における執行役を含む。）、監査役、役付執

行役員およびこれに準ずる使用人のいずれの地位をも喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものと

する。ただしこの場合、新株予約権者は、地位を喪失した日の翌日（以下、「権利開始日」という。）か

ら当該権利開始日より７日を経過する日（ただし、当該日が営業日でない場合には、前営業日）までの間

に限り、新株予約権を行使できるものとする。 

ロ 上記以外の権利行使の条件については取締役会において承認する。 

４．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生

日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設

分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移

転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存

新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第８

号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付するこ

ととする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合

併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

ⅰ 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

ⅱ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

ⅲ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

決議年月日 平成19年６月22日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役 4 

当社監査役 4 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 101,000株を上限とする （注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円 （注）２ 

新株予約権の行使期間 新株予約権を割り当てる日の翌日から20年以内 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するためには、取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４ 
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組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１．に準じて決定する。 

ⅳ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記

ⅲに従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編

対象会社の株式１株当たり１円とする。  

ⅴ 新株予約権を行使することができる期間 

上記表における新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記表における新株予約権の行使期間の満了日までとする。 

ⅵ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

イ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

は、これを切り上げるものとする。 

ロ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記イ記載の資本

金等増加限度額から上記イに定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

ⅶ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

ⅷ 新株予約権の取得条項 

以下のイ、ロ、ハ、ニ又はホの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合

は、当社の取締役会決議又は代表執行役の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社

は無償で新株予約権を取得することができる。 

イ 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

ロ 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案 

ハ 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 

ニ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案 

ホ 新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

と若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについて

の定めを設ける定款の変更承認の議案 

ⅸ その他の新株予約権の行使の条件 

上記「新株予約権の行使の条件」に準じる。 
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２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得並びに旧商法第221条第６項の規定に基づく単  

元未満株式の買取請求による普通株式の取得及びに会社法第155条第７号に該当する普通株式の

取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成18年１月16日）での決議状況 

（取得期間 平成18年１月17日～平成18年４月13日） 
1,000,000 1,000,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 761,000 631,874,000 

当事業年度における取得自己株式 － － 

残存決議株式の総数及び価額の総額 239,000 368,126,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 23.9 36.8 

当期間における取得自己株式 － － 

提出日現在の未行使割合（％） 23.9 36.8 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成18年４月14日）での決議状況 

（取得期間 平成18年４月17日～平成18年６月22日） 
1,000,000 1,000,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 396,000 292,409,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 604,000 707,591,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 60.4 70.8 

当期間における取得自己株式 － － 

提出日現在の未行使割合（％） 60.4 70.8 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成18年６月23日）での決議状況 

（取得期間 平成18年６月23日～平成18年７月21日） 
1,000,000 800,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 157,000 115,838,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 843,000 684,162,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 84.3 85.5 

当期間における取得自己株式 － － 

提出日現在の未行使割合（％） 84.3 85.5 
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区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成18年８月11日）での決議状況 

（取得期間 平成18年８月11日～平成18年11月10日） 
1,000,000 750,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 975,000 692,664,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 25,000 57,336,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 2.5 7.6 

当期間における取得自己株式 － － 

提出日現在の未行使割合（％） 2.5 7.6 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成18年９月15日）での決議状況 

（取得期間 平成18年９月15日～平成18年11月10日） 
1,000,000 750,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 812,000 538,652,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 188,000 211,348,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 18.8 28.2 

当期間における取得自己株式 － － 

提出日現在の未行使割合（％） 18.8 28.2 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成18年10月16日）での決議状況 

（取得期間 平成18年10月16日～平成18年11月10日） 
1,000,000 750,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 451,000 310,518,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 549,000 439,482,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 54.9 58.6 

当期間における取得自己株式 － － 

提出日現在の未行使割合（％） 54.9 58.6 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成18年12月11日）での決議状況 

（取得期間 平成18年12月11日～平成19年１月25日） 
1,000,000 750,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 465,000 345,839,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 535,000 404,161,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 53.5 53.9 

当期間における取得自己株式 － － 

提出日現在の未行使割合（％） 53.5 53.9 
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(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当事業年度の内訳は、新株予約権の権利行使(株式数438,000株、処分価額の総額151,431,000円)であります。 

当期間の内訳は、新株予約権の権利行使(株式数15,000株、処分価額の総額6,495,000円)であります。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成19年２月13日）での決議状況 

（取得期間 平成19年２月13日～平成19年５月17日） 
1,000,000 750,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 406,000 277,770,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 594,000 472,230,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 59.4 63.0 

当期間における取得自己株式 279,000 185,689,000 

提出日現在の未行使割合（％） 31.5 38.2 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成19年５月18日）での決議状況 

（取得期間 平成19年５月21日～平成19年８月９日） 
1,000,000 650,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 － － 

残存決議株式の総数及び価額の総額 1,000,000 650,000,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 100.0 100.0 

当期間における取得自己株式 172,000 94,432,000 

提出日現在の未行使割合（％） 82.8 85.5 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 18,387 14,039,910 

当期間における取得自己株式 2,012 1,203,394 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額 

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額 
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 10,000,000 3,770,000,000 － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（注） 
438,000 151,431,000 15,000 6,495,000 

保有自己株式数 6,341,667 － 6,779,679 － 

2007/06/25 17:52:11株式会社ツガミ/有価証券報告書/2007-03-31



３【配当政策】 

 当社グループは今後とも、時代の変化に対応した開発投資を積極的に行い、競争力の一層の強化、経営の効率化に

引き続き取り組むことにより、企業グループの総合力を高め、株主の皆様に利益還元を図ることが基本と考えており

ます。 

 従いまして、企業体質の強化を図るとともに、安定配当を確保すべくグループをあげて努力してまいります。 

 当期につきましては、中間配当金と合わせて１株につき10円とさせていただきました。 

 なお、第104期の中間配当についての取締役会決議は平成18年11月13日に行っております。 

 当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができ

る。」旨定款に定めております。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

決議年月日 
  

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

平成18年11月13日 

取締役会決議 
297 4.00 

平成19年５月18日 

取締役会決議 
436 6.00 

回次 第100期 第101期 第102期 第103期 第104期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 251 295 470 994 979 

最低（円） 85 114 212 439 605 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 725 707 775 771 766 693 

最低（円） 605 625 666 724 640 645 
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５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役 

社長執行役員 

（代表取締役） 

  西嶋 尚生 昭和22年12月14日生

昭和45年５月 ㈱富士銀行（現㈱みずほ銀行）入

行 

平成11年２月 ㈱東京精密営業副本部長 

 〃 11年５月 当社営業開発部長、津上工販㈱常

務取締役就任 

 〃 12年６月 当社取締役統轄本部営業開発部長

就任 

 〃 15年４月 

 〃 18年４月 

当社代表取締役社長就任 

当社代表取締役社長執行役員就任

（現） 

（注）

2  
10 

取締役 

専務執行役員 

（代表取締役） 

営業本部長 菊池 克治 昭和23年４月17日生

昭和46年４月 当社入社 

平成11年５月 当社長岡工場自動機グループ グ

ループリーダー 

 〃 12年６月 当社取締役長岡工場自動機グルー

プ グループリーダー就任 

 〃 13年６月 当社常務取締役長岡工場自動旋盤

グループ グループリーダー就任 

 〃 14年４月 当社常務取締役長岡工場技術本部

長就任 

 〃 16年４月 当社取締役専務執行役員営業本部

長就任 

 〃 18年４月 当社代表取締役、専務執行役員営

業本部長就任（現） 

（注）

2  
35 

取締役 

専務執行役員 

生産本部長兼

信州工場長 
成 沢  忠 昭和22年２月６日生

昭和48年７月 ㈱東京精密入社 

平成14年２月 当社入社 

 〃 14年４月 当社長岡工場生産本部長 

 〃 16年４月 当社常務執行役員生産本部長 

 〃 17年６月 当社取締役専務執行役員生産本部

長兼信州工場長就任（現） 

（注）

2  
10 

取締役 長岡工場長 宮本 一徳 昭和21年１月27日生

昭和43年４月 当社入社 

平成２年４月 当社営業本部開発技術部次長 

 〃 ９年12月 津上工販㈱販売企画部長 

 〃 13年６月 同社常務取締役販売推進部長兼東

日本営業部長就任 

 〃 15年６月 同社代表取締役社長就任 

 〃 16年４月 当社常務執行役員技術本部長 

 〃 17年６月 当社取締役、専務執行役員長岡工

場長就任 

 〃 19年６月 当社取締役、長岡工場長就任

（現） 

（注）

2  
12 
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 （注）１．監査役 梅岡匡爾、渡邉光一郎及び藤森一雄は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

    ２．平成19年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

    ３．平成16年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

    ４．平成19年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

    ５．平成17年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

    ６．当社は、監査役 大宮郁士に事故ある場合等に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１名を選任

しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

常勤監査役   大宮 郁士 昭和21年８月26日生

昭和44年４月 ㈱三井銀行（現㈱三井住友銀行）

入行 

平成12年６月 当社常務取締役統轄本部長就任 

 〃 13年６月 当社常務取締役長岡工場長就任 

 〃 14年４月 当社常務取締役統轄本部長就任 

 〃 16年４月 当社取締役常務執行役員管理本部

長就任 

 〃 16年６月 当社常勤監査役就任（現） 

（注）

3  
16 

監査役   梅岡 匡爾 昭和21年１月７日生

昭和43年３月 ㈱森精機製作所入社 

平成２年６月 同社取締役海外業務部長就任 

 〃 ９年４月 同社常務取締役就任 

 〃 14年10月 同社専務取締役就任 

 〃 15年１月 同社専務取締役営業本部長就任 

 〃 15年６月 当社監査役就任（現） 

 〃 17年２月 ㈱森精機製作所専務取締役エンジ

ニアリング本部長就任 

 〃 17年６月 ㈱森精機製作所専務取締役法務部

ゼネラルマネージャー兼 内部監

査室ゼネラルマネージャー兼 中

期計画推進担当就任 

 〃 18年６月 ㈱森精機製作所常勤監査役就任

（現） 

（注）

4  
－ 

監査役   渡邉光一郎 昭和28年４月16日生

昭和51年４月 第一生命保険相互会社入社 

平成９年４月 同社調査部長 

 〃 13年４月 同社企画・調査本部長兼企画第一

部長 

 〃 13年７月 同社取締役企画・調査本部長兼企

画第一部長就任 

 〃 16年４月 同社常務取締役就任 

 〃 16年６月 当社監査役就任（現） 

 〃 16年７月 第一生命保険相互会社常務執行役

員就任（現） 

（注）

3  
－ 

監査役   藤森 一雄 昭和21年10月15日生

昭和45年４月 トヨタ自動車㈱入社 

平成11年10月 ㈱東京精密入社 

 〃 14年４月 同社計測社執行役員社長 

 〃 15年４月 

  

 〃 17年６月 

同社代表取締役計測社執行役員社

長就任（現） 

当社監査役就任（現） 

（注）

5  
－ 

  計   83 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

（千株） 

浜崎 靖夫 昭和21年11月６日生 

昭和44年４月 ㈱三井銀行(現㈱三井住友銀行)入行 

平成７年６月 同行天下茶屋支店長 

平成10年８月 秩父産業㈱代表取締役社長 

平成19年４月 室町殖産㈱嘱託（現） 

－ 

2007/06/25 17:52:11株式会社ツガミ/有価証券報告書/2007-03-31



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社では、企業価値の持続的な拡大のため、迅速かつ的確な経営判断に努め、株主の負託に応えるとともに、

国際社会の一員として、企業に期待される社会的責任を果たしてまいります。 

 また、株主・投資家に対するＩＲ活動や情報開示に積極的に取り組み、経営の透明性の向上に努めてまいりま

す。 

（2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①内部統制システムおよびリスク管理体制の整備の状況 

 当社は、取締役会と監査役会による監査役制度採用会社であります。 

 平成19年６月22日現在、取締役４名（社外取締役はおりません）、監査役４名（うち社外監査役３名）となっ

ております。 

 当社では、取締役会および監査役会をコーポレートガバナンスの基本機構としており、対応すべき経営課題や

重要事項の決定について充分な議論、検討を尽くしたうえで、意思決定しております。 

 取締役会および主要会議には監査役が常時参加し、取締役の業務執行状況を監査しております。 

 当社は、グループ会社全社員に法令および企業倫理の遵守の徹底を図るため、平成16年11月に「ツガミグルー

プ行動規範」を制定するなど、コンプライアンス体制の整備に努めております。 

 平成18年５月18日の当社取締役会において内部統制システムの整備に関する基本方針を決議しました。 

②会計監査の状況 

 会計監査人については、あずさ監査法人を選任し、監査契約を結び経営情報を逐次提供しております。監査

役、会計監査人は、年間監査計画や監査報告等の定期的な会合を含め、必要に応じて随時情報交換を行い、相互

連携して監査業務を推進しております。 

 なお、当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、飯塚 昇氏及び笛木忠男氏であり、あずさ監査法人に所

属しております。また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、その他11名であります。 

③社外監査役との関係 

 社外監査役梅岡匡爾は、株式会社森精機製作所常勤監査役であります。同社と当社との資本的関係につきまし

ては、同社は当社株式2,000千株を所有し、当社は同社株式100千株を所有しております。 

 社外監査役渡邉光一郎は、第一生命保険相互会社常務執行役員であります。同社と当社との資本的関係につき

ましては、同社は当社株式1,803千株を所有しております。 

 社外監査役藤森一雄は、株式会社東京精密代表取締役計測社執行役員社長であります。同社と当社との資本的

関係につきましては、同社は当社株式4,592千株を所有し、当社は同社株式65千株を所有しております。 

（3）役員報酬の内容 

 当事業年度における当社の取締役に対する報酬は169百万円、監査役に対する報酬は50百万円であり、支給額に

は、当事業年度に係る役員賞与の支払いに対する引当金繰入額15百万円及びストック・オプションによる報酬額

35百万円が含まれております。 

（4）監査報酬の内容 

 当事業年度における当社のあずさ監査法人への公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は、19

百万円であります。 

 上記以外の報酬の内容は、財務報告に係る内部統制のアドバイザリー業務で２百万円であります。 

（5）責任限定契約の内容の概要 

 当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

契約を締結しております。 

 当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額であります。 

（6）剰余金の配当等の決定機関 

 当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を

取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。 
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第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第103期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、第104期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）及び第103期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成18年４月１

日から平成19年３月31日まで）及び第104期事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸

表及び財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 
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１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金   2,846   3,576

２．受取手形及び売掛金 ※４  14,389   14,314

３．たな卸資産   7,934   7,659

４．繰延税金資産   416   385

５．その他   886   64

貸倒引当金   △78   △79

流動資産合計   26,394 71.7   25,920 72.1

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産     

(1）建物及び構築物   7,524 7,875 

減価償却累計額   3,263 4,260 3,384 4,490

(2）機械装置及び運搬具   9,038 8,804 

減価償却累計額   7,163 1,874 6,687 2,116

(3）土地   642   598

(4）その他   803 596 

減価償却累計額   545 257 343 252

有形固定資産合計   7,036 19.1   7,457 20.7

２．無形固定資産   17 0.0   33 0.1

３．投資その他の資産     

(1）投資有価証券 ※１ 2,627   2,223

(2）関係会社出資金   658   209

(3）長期貸付金   2   2

(4）その他   89   96

投資その他の資産合計   3,378 9.2   2,532 7.1

固定資産合計   10,432 28.3   10,023 27.9

資産合計   36,827 100.0   35,943 100.0 
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前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．支払手形及び買掛金     8,974     9,129   

２．未払法人税等     1,760     1,024   

３．賞与引当金     371     344   

４．役員賞与引当金     －     15   

５．その他     1,061     830   

流動負債合計     12,168 33.0   11,344 31.6 

Ⅱ 固定負債               

１．繰延税金負債     552     269   

２．退職給付引当金     695     750   

３．役員退職慰労引当金     41     34   

４．その他     95     93   

固定負債合計     1,386 3.8   1,148 3.2 

負債合計     13,555 36.8   12,493 34.8 

（少数株主持分）               

少数株主持分     － －   － － 

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※５   10,599 28.8   － － 

Ⅱ 資本剰余金     8,011 21.7   － － 

Ⅲ 利益剰余金     7,871 21.4   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    805 2.2   － － 

Ⅴ 自己株式 ※６   △4,015 △10.9   － － 

資本合計     23,272 63.2   － － 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    36,827 100.0   － － 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   10,599 29.5 

２．資本剰余金     － －   4,208 11.7 

３．利益剰余金     － －   10,568 29.4 

４．自己株式     － －   △2,681 △7.5 

  株主資本合計     － －   22,695 63.1 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   600 1.6 

２．為替換算調整勘定     － －   60 0.2 

  評価・換算差額等合計     － －   660 1.8 

Ⅲ 新株予約権     － －   94 0.3 

純資産合計     － －   23,450 65.2 

負債純資産合計     － －   35,943 100.0 
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②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   34,006 100.0   36,557 100.0 

Ⅱ 売上原価   25,507 75.0   27,325 74.7

売上総利益   8,499 25.0   9,231 25.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１．給料諸手当   767 802 

２．貸倒引当金繰入額   － 0 

３．賞与引当金繰入額   209 222 

４．役員賞与引当金繰入額   － 15 

５．退職給付費用   83 74 

６．役員退職慰労引当金繰
入額 

  21 19 

７．技術研究費 ※１ 511 636 

８．保険料   118 129 

９．その他   1,505 3,216 9.5 1,849 3,752 10.3

営業利益   5,282 15.5   5,478 15.0

Ⅳ 営業外収益     

１．受取利息   9 5 

２．受取配当金   21 29 

３．賃貸料   21 16 

４．受取保険金   65 44 

５．その他   45 161 0.5 58 154 0.4

Ⅴ 営業外費用     

１．支払利息   0 0 

２．手形売却損   42 71 

３．その他   38 81 0.2 25 97 0.3

経常利益   5,363 15.8   5,535 15.1
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前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益     

１．固定資産売却益 ※２ 2,430 120 

２．投資有価証券売却益   54 0 

３．貸倒引当金戻入益   7 － 

４．その他   96 2,588 7.6 － 120 0.3

      

Ⅶ 特別損失     

１．固定資産除却損 ※３ 703 87 

２．固定資産売却損 ※４ 24 57 

３．たな卸資産除却損   93 55 

４．たな卸資産評価損   12 51 

５．投資有価証券評価損   19 63 

６．訴訟費用 ※５ － 86 

７．機械設備移設費用   154 － 

８．その他   93 1,101 3.3 35 437 1.1

税金等調整前当期純利
益 

  6,850 20.1   5,218 14.3

法人税、住民税及び事
業税 

  1,735 1,882 

法人税等調整額   △416 1,319 3.8 △111 1,771 4.9

少数株主利益   － －   － －

当期純利益   5,530 16.3   3,447 9.4
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③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

連結株主資本等変動計算書 

 当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高   8,013

Ⅱ 資本剰余金減少高   

１．自己株式処分差損   2 2

Ⅲ 資本剰余金期末残高   8,011

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高   2,834

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１．当期純利益   5,530 5,530

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１．配当金   464

２．役員賞与   29 493

Ⅳ 利益剰余金期末残高   7,871

    

 

株主資本 評価・換算差額等 

新株 
予約権 

純資産 
合計 

資本金 
資本 

剰余金 
利益 

剰余金 
自己株式

株主資本
合計 

その他有
価証券評
価差額金

為替換算
調整勘定 

評価・換
算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

10,599 8,011 7,871 △4,015 22,466 805 － 805 － 23,272 

連結会計年度中の変動額                    

利益処分による配当     △379   △379         △379 

剰余金の配当     △297   △297         △297 

利益処分による役員賞与     △38   △38         △38 

連結会社増加による利益
剰余金減少高 

    △34   △34         △34 

当期純利益     3,447   3,447         3,447 

自己株式の取得       △2,587 △2,587         △2,587 

自己株式の処分   △32   151 119         119 

自己株式の消却   △3,770   3,770 －         － 

株主資本以外の項目の連
結会計年度中の変動額(純
額) 

          △205 60 △144 94 △50 

連結会計年度中の変動額合
計 
（百万円） 

－ △3,802 2,697 1,333 228 △205 60 △144 94 178 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

10,599 4,208 10,568 △2,681 22,695 600 60 660 94 23,450 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益   6,850 5,218

減価償却費   580 759

投資有価証券評価損   19 63

たな卸資産除却損   93 55

訴訟費用   － 86

貸倒引当金の増減額   △4 0

退職給付引当金の増減額   46 55

受取利息及び受取配当金   △30 △35

支払利息   0 0

投資有価証券売却益   △54 △0

固定資産売却益   △2,430 △120

固定資産除却損   703 87

固定資産売却損   24 57

売上債権の増減額   △3,878 △181

たな卸資産の増減額   △2,464 196

仕入債務の増減額   2,468 164

役員賞与の支払額   △29 △38

その他の増減額   281 321

小計   2,177 6,693

利息及び配当金の受取額   30 35

利息の支払額   △0 △0

訴訟費用の支払額   － △17

地震災害損失による支払額   △103 －

建物解体による支払額   △191 －

機械設備移設費用の支払額   △154 －

法人税等の支払額   △206 △2,568

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,551 4,142
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前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の払戻による収入   40 40

定期預金の預入による支出   △50 △70

有形固定資産の取得による支出   △2,972 △1,071

有形固定資産の売却による収入   2,112 724

投資有価証券の取得による支出   △62 △205

投資有価証券の売却による収入   149 200

非連結子会社への出資による支出   △159 －

貸付けによる支出   △123 －

貸付金の回収による収入   54 0

その他の増減額   △10 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,020 △383

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

自己株式の売却による収入   0 115

自己株式の取得による支出   △1,381 △2,594

配当金の支払額   △464 △677

財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,845 △3,157

  
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 

  － △1

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減
少額 

  △1,315 601

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   4,112 2,796

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物
の増加高 

  － 98

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高   2,796 3,496
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数５社 

㈱ツガミマシナリー 

㈱ツガミシマモト 

㈱ツガミツール 

㈱ツガミプレシジョン 

㈱ツガミ総合サービス 

(1）連結子会社の数５社 

㈱ツガミマシナリー 

㈱ツガミシマモト 

㈱ツガミプレシジョン 

㈱ツガミ総合サービス 

津上精密机床（浙江）有限公司 

 上記のうち、津上精密机床（浙

江）有限公司は、重要性が増したた

め、当連結会計年度より連結の範囲

に含めております。 

 なお、前連結会計年度において連

結子会社でありました㈱ツガミツー

ルは、平成18年10月１日付で㈱ツガ

ミ総合サービスへ吸収合併しており

ます。 

  (2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

ツガミ（タイ） 

津上精密机床（浙江）有限公司 

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

ツガミ（タイ） 

  （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規模

であり、総資産、売上高、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、小規模であり、

総資産、売上高、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていな

いためであります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法を適用した非連結子会社０社 

(2）持分法を適用しない非連結子会社

（ツガミ（タイ）、津上精密机床（浙

江）有限公司）及び関連会社（㈱ファ

スナー工販、REM SALES LLC）は、それ

ぞれ連結純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため持分法の適用

から除外しております。 

(1）持分法を適用した非連結子会社０社 

(2）持分法を適用しない非連結子会社

（ツガミ（タイ）及び関連会社（㈱フ

ァスナー工販、REM SALES LLC）は、そ

れぞれ連結純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため持分法の適

用から除外しております。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

 連結子会社のうち、津上精密机床（浙

江）有限公司の決算日は12月31日であり

ます。 

 連結財務諸表の作成に際しましては、

同日現在の財務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取引について

は、連結決算上必要な調整を行っており

ます。 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

① 有価証券 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

主として移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

① 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）及

び在外子会社については、定額法によ

っております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建物及び構築物   15年～38年 

機械装置及び運搬具 10年 

建物及び構築物   15年～38年 

機械装置及び運搬具 10年 

  ② 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

② 無形固定資産 

同左 

  ③ 長期前払費用 

 定額法によっております。 

③ 長期前払費用 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに備えるた

め、支給見込額のうち当連結会計年度

に負担すべき額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 役員賞与引当金 

――――― 

③ 役員賞与引当金 

 役員の賞与の支払いに備えるため、

支給見込額のうち当連結会計年度に負

担すべき額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適用

しております。 

 これにより営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益は、それ

ぞれ15百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 なお、会計基準変更時差異（2,180百

万円）については、15年による按分額

を費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

④ 退職給付引当金 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

 一部の連結子会社については、役員

の退職により支給する役員退職慰労金

に備えるため、内規に基づく支給限度

額を計上しております。 

（追加情報） 

 平成17年４月15日開催の取締役会にお

いて当社は取締役及び監査役に対する役

員退職慰労金制度を廃止し、平成17年６

月24日開催の定時株主総会において役員

退職慰労金の打ち切り支給案が承認可決

されました。 

 これにより、当連結会計年度において

「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、

打ち切り支給額を固定負債の「その他」

に含めて表示しております。 

 なお、当連結会計年度末の固定負債の

「その他」に含まれる役員退職慰労金の

未払金額は49百万円であります。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

  

  

  

――――― 

  

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却を行っております。 

――――― 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会計年度中

に確定した利益処分又は損失処理に基づ

いて作成しております。 

――――― 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から

３ケ月以内に満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的投資からなっております。 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．ストック・オプション等

に関する会計基準 

 ―――――  当連結会計年度より、「ストック・オ

プション等に関する会計基準」（企業会

計基準第８号 平成17年12月27日）及び

「ストック・オプション等に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第11号 平成18年５月31日）を適用し

ております。 

 これにより、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益は、それぞれ98

百万円減少しております。 

 なお、セグメントに情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

２．貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基

準  

 ―――――  当連結会計年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する

金額は23,356百万円であります。  

 なお、当連結会計年度における連結貸

借対照表の純資産の部については、連結

財務諸表規則の改正に伴い、改正後の連

結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

３．自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基

準等の一部改正 

 ―――――  当連結会計年度から、改正後の「自己

株式及び準備金の額の減少等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年８月11日 企業会計基準第１

号）及び「自己株式及び準備金の額の減

少等に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 最終改正平成18年８

月11日 企業会計基準適用指針第２号）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありま

せん。  

 連結財務諸表規則の改正により、当連

結会計年度における連結財務諸表は、改

正後の連結財務諸表規則により作成して

おります。 
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表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（連結キャッシュ・フロー計算書） ――――― 

１．営業活動によるキャッシュ・フローの「固定資産除

却損」は、前連結会計年度において「その他の増減

額」に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度

において金額的重要性が増したため区分掲記すること

に変更しております。 

  なお、前連結会計年度における「その他の増減額」

に含まれる「固定資産除却損」は４百万円でありま

す。 

２．投資活動によるキャッシュ・フローの「有形固定資

産の売却による収入」は、前連結会計年度において

「その他の増減額」に含めて表示しておりましたが、

当連結会計年度において金額的重要性が増したため区

分掲記することに変更しております。 

  なお、前連結会計年度における「その他の増減額」

に含まれる「有形固定資産の売却による収入」は29百

万円であります。 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券（株式） 16百万円 投資有価証券（株式） 16百万円

２．受取手形裏書譲渡高 65百万円 ２．受取手形裏書譲渡高 53百万円

３．受取手形割引高 －百万円

輸出受取手形割引高 2,406 

３．受取手形割引高 1,000百万円

輸出受取手形割引高      2,687 

※４．       ――――― ※４．連結会計年度末日満期手形 

   連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理をしております。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計

年度末残高に含まれております。 

    受取手形 770百万円

※５．当社の発行済株式総数は、普通株式89,019,379株

であります。 

※５．       ――――― 

※６．当社が保有する自己株式の数は、普通株式

13,099,280株であります。 

※６．       ――――― 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．研究開発費の総額 ※１．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費 
511百万円

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費 
   636百万円

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

土地 2,429百万円

その他 0 

  2,430百万円

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

土地 120百万円

その他 0 

  120百万円

※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 310百万円

構築物 67 

機械装置 43 

工具 79 

解体費用 179 

その他 23 

  703百万円

工具  82百万円

その他 5 

  87百万円

※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 17百万円

その他 7 

  24百万円

建物 36百万円

機械装置 20 

その他 1 

  57百万円

※５．       ――――― ※５．訴訟費用は、訴訟に関する弁護士費用等でありま

す。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)１．発行済株式の普通株式の株式数の減少10,000千株は、消却による減少であります。 

２．自己株式の普通株式の株式数の増加3,680千株は、単元未満株式の買取りによる増加18千株、当社が取得した自

己株式3,662千株であります。 

３．自己株式の普通株式の株式数の減少10,438千株は、ストック・オプションの行使による減少438千株、消却によ

る減少10,000千株であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 89,019 － 10,000 79,019

合計 89,019 － 10,000 79,019

自己株式        

普通株式 13,099 3,680 10,438 6,341

合計 13,099 3,680 10,438 6,341

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高
（百万円）前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－ － － － － 94 

合計 － － － － － 94 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 379 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月23日 

平成18年11月13日 

取締役会 
普通株式 297 4.00 平成18年９月30日 平成18年12月５日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月18日 

取締役会 
普通株式 436 利益剰余金  6.00 平成19年３月31日 平成19年６月８日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,846百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △50 

現金及び現金同等物 2,796百万円

現金及び預金勘定  3,576百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △80 

現金及び現金同等物  3,496百万円

２．         ――――― ２．重要な非資金取引 

    自己株式の消却 3,770百万円

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

   
取得価額相

当額 
 

減価償却累

計額相当額 
 

期末残高相

当額 

機械装置及

び運搬具 
  73   57   15 

有形固定資

産・その他 
  168   113   54 

無形固定資

産・その他 
  25   12   12 

合計   267   183   83 

   
取得価額相

当額 
 

減価償却累

計額相当額 
 

期末残高相

当額 

機械装置及

び運搬具 
  43   26   16 

有形固定資

産・その他
  96   53   42 

無形固定資

産・その他
  31   19   11 

合計   171   99   71 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 29百万円

１年超 54 

計 83百万円

１年以内 28百万円

１年超 42 

計 71百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 37百万円

減価償却費相当額 37 

支払リース料 33百万円

減価償却費相当額 33 

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 
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（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について31百万円減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行っております。 

２．連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について32百万円減損処理を行っております。 

また、前連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について19百万円減損処理を行っておりま

す。 

（デリバティブ取引関係） 

 前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1）株式 1,210 2,568 1,357 1,156 2,168 1,012 

(2）債券 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 1,210 2,568 1,357 1,156 2,168 1,012 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式 0 0 － 27 27 － 

(2）債券 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 0 0 － 27 27 － 

合計 1,210 2,568 1,357 1,184 2,196 1,012 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

149 54 － 200 0 － 

  
前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券     

非上場株式 43 11 
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（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社グループは、退職一時金制度と適格退職年金制度を併用しております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

 （注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用の内訳 

 （注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(1）勤務費用」に計上しております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

(1）退職給付債務（百万円） △2,491 △2,466 

(2）年金資産（百万円） 262 395 

(3）未積立退職給付債務（百万円）(1)＋(2) △2,228 △2,071 

(4）会計基準変更時差異の未処理額（百万円） 1,261 1,121 

(5）未認識数理計算上の差異（百万円） 271 198 

(6）未認識過去勤務債務（百万円） － － 

(7）連結貸借対照表計上額純額（百万円） 

(3)＋(4)＋(5)＋(6) 
△695 △750 

(8）前払年金費用（百万円） － － 

(9）退職給付引当金（百万円）(7)－(8) △695 △750 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

退職給付費用（百万円） 388 388 

(1）勤務費用（百万円） 131 123 

(2）利息費用（百万円） 35 35 

(3）期待運用収益（百万円） △2 △4 

(4）会計処理基準変更時差異の費用処理額 

（百万円） 
139 139 

(5）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 84 94 

  
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2）割引率（％） 1.5 1.5 

(3）期待運用収益率（％） 2.0 2.0 

(4）過去勤務債務の額の処理年数 － － 

(5）数理計算上の差異の処理年数 発生の翌連結会計年度から５年 発生の翌連結会計年度から５年 

(6）会計基準変更時差異の処理年数（年） 15 15 
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（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費  98百万円 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 
平成16年 

第１回一般型新株予約権 
平成17年 

第２回一般型新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役 ４名 

当社監査役 ４名 

当社使用人 46名 

当社子会社の役員及び使用人 16名 

当社取締役 １名 

当社使用人 40名 

当社子会社の役員及び使用人 11名 

株式の種類別のストック・

オプションの数（注） 
普通株式 650,000株 普通株式 360,000株 

付与日 平成16年７月１日 平成17年７月１日 

権利確定条件  該当事項なし  該当事項なし 

対象勤務期間 平成16年７月１日～平成18年６月30日  平成17年７月１日～平成19年６月30日  

権利行使期間 平成18年７月１日～平成21年６月30日  平成19年７月１日～平成22年６月30日  

 
平成17年 

第１回報酬型新株予約権 
平成18年 

第３回一般型新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役 ４名 

当社監査役 ４名 

当社使用人 ７名 

当社使用人 45名 

当社子会社の取締役 ８名 

株式の種類別のストック・

オプションの数（注） 
普通株式 220,000株 普通株式 340,000株 

付与日 平成17年７月１日 平成18年７月３日 

権利確定条件 

原則として当社の取締役（委員会等設置会

社における執行役を含む。）、監査役、役

付執行役員及びこれに準ずる使用人のいず

れの地位をも喪失した時に限り、新株予約

権を行使できるものとする。ただしこの場

合、地位を喪失した日（以下、「役員等退

任日」という。）の翌日（以下、「権利開

始日」という。）から当該権利開始日より

７日を経過する日（ただし、当該日が営業

日でない場合には、前営業日）までの間に

限り、新株予約権を行使することができ

る。 

該当事項なし 

対象勤務期間  該当事項なし 平成18年７月３日～平成20年７月３日  

権利行使期間 平成17年７月１日～平成37年６月30日  平成20年７月４日～平成23年６月30日  
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 （注）株式数に換算して記載しております。 

 
平成18年 

株式報酬型ストック・オプションＡプラン 
平成18年 

株式報酬型ストック・オプションＢプラン 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役 ４名 

当社監査役 ４名 

当社役付執行役員 ８名 

これに準ずる使用人 ３名 

株式の種類別のストック・

オプションの数（注） 
普通株式 78,000株 普通株式 72,000株 

付与日 平成18年７月20日 平成18年７月20日 

権利確定条件 

原則として当社の取締役（委員会設置会社

における執行役を含む。）、監査役、役付

執行役員及びこれに準ずる使用人のいずれ

の地位をも喪失した時に限り、新株予約権

を行使できるものとする。ただしこの場

合、地位を喪失した日（以下、「役員等退

任日」という。）の翌日（以下、「権利開

始日」という。）から当該権利開始日より

７日を経過する日（ただし、当該日が営業

日でない場合には、前営業日）までの間に

限り、新株予約権を行使することができ

る。 

原則として当社の取締役（委員会設置会社

における執行役を含む。）、監査役、役付

執行役員及びこれに準ずる使用人のいずれ

の地位をも喪失した時に限り、新株予約権

を行使できるものとする。ただしこの場

合、地位を喪失した日（以下、「役員等退

任日」という。）の翌日（以下、「権利開

始日」という。）から当該権利開始日より

７日を経過する日（ただし、当該日が営業

日でない場合には、前営業日）までの間に

限り、新株予約権を行使することができ

る。 

対象勤務期間  該当事項なし  該当事項なし 

権利行使期間 平成18年７月21日～平成38年７月20日  平成18年７月21日～平成38年７月20日  
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 
平成16年 

第１回一般型新株予約権 
平成17年 

第２回一般型新株予約権 
平成17年 

第１回報酬型新株予約権 

権利確定前      （株）       

前連結会計年度末 650,000 360,000 － 

付与 － － － 

失効 － － － 

権利確定 650,000 － － 

未確定残 － 360,000 － 

権利確定後      （株）       

前連結会計年度末 － － 208,000 

権利確定 650,000 － － 

権利行使 403,000 － 28,000 

失効 17,000 － － 

未行使残 230,000 － 180,000 

 
平成18年 

第３回一般型新株予約権 

平成18年 
株式報酬型ストック・オ
プションＡプラン 

平成18年 
株式報酬型ストック・オ
プションＢプラン 

権利確定前      （株）       

前連結会計年度末 － － － 

付与 340,000 78,000 72,000 

失効 － － － 

権利確定 － 78,000 72,000 

未確定残 340,000 － － 

権利確定後      （株）       

前連結会計年度末 － － － 

権利確定 － 78,000 72,000 

権利行使 － － 7,000 

失効 － － 6,000 

未行使残 － 78,000 59,000 
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② 単価情報 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 当連結会計年度において付与された平成18年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は

以下のとおりであります。 

① 使用した評価技法     ブラック・ショールズ法 

② 主な基礎数値及び見積方法 

（注）１．平成18年一般型新株予約権については、過去3.5年間(平成15年１月４日～平成18年７月３日)の

各月の最終取引日における終値に基づき算定しております。平成18年報酬型新株予約権Ａプラン及

びＢプランについては過去10年(平成８年６月～平成18年６月)の各月の最終取引日における終値に

基づき算定しております。 

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間中の中間点におい

て行使されるものと推定して見積もっております。 

３．平成18年３月期の配当実績によっております。 

４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。 

 
平成16年 

第１回一般型新株予約権 
平成17年 

第２回一般型新株予約権 
平成17年 

第１回報酬型新株予約権 

権利行使価格      （円） 286 575 1 

行使時平均株価     （円） 718 － 727 

公正な評価単価（付与日）（円） － － － 

 
平成18年 

第３回一般型新株予約権 

平成18年 
株式報酬型ストック・オ
プションＡプラン 

平成18年 
株式報酬型ストック・オ
プションＢプラン 

権利行使価格      （円） 759 1 1 

行使時平均株価     （円） － － 705 

公正な評価単価（付与日）（円） 176 608 608 

 
平成18年 

一般型新株予約権 

平成18年 
報酬型新株予約権 

Ａプラン及びＢプラン 

株価変動性（注）１ 33.480％ 58.947％ 

予想残存期間（注）２ 3.5年  10.0年  

予想配当（注）３ 8.00円／株  8.00円／株  

無リスク利子率（注）４ 1.169％  1.818％  
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（税効果会計） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（繰延税金資産）    

貸倒引当金損金算入限度超過額 36百万円 

賞与引当金否認 151  

退職給付引当金否認 282  

投資有価証券評価損否認 380  

たな卸資産評価損否認 24  

減損損失否認 214  

未払事業税否認 150  

その他 148  

繰延税金資産小計 1,389  

評価性引当額 △972  

繰延税金資産合計 416  

（繰延税金資産）    

貸倒引当金 35百万円 

賞与引当金 140  

退職給付引当金 313  

投資有価証券評価損 380  

たな卸資産評価損 13  

減損損失 121  

未払事業税 94  

その他 116  

繰延税金資産小計 1,215  

評価性引当額 △688  

繰延税金資産合計 527  

（繰延税金負債）    

その他有価証券評価差額金 △552百万円 

繰延税金負債合計 △552  

繰延税金資産（負債）の純額 △136  

（繰延税金負債）    

その他有価証券評価差額金 △411百万円 

繰延税金負債合計 △411  

繰延税金資産（負債）の純額 115  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）    

評価性引当額の増減 △21.0  

住民税均等割 0.3  

試験研究費特別控除 △0.7  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1  

その他 △0.5  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 19.3  

法定実効税率 40.7％ 

（調整）    

評価性引当額の増減 △5.5  

住民税均等割 0.4  

試験研究費特別控除 △1.3  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1  

その他 △0.5  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.9  
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、製品の種類別区分によっております。 

２．各区分の主な製品 

(1）工作機械事業：ＣＮＣ精密自動旋盤、ＣＮＣ精密円筒研削盤、マシニングセンタ、転造盤、ラップ盤 

(2）専用機その他の事業：専用機、ゲージブロック、ロールダイス、ねじインサート 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用の金額は605百万円であり、その主なものは、

当社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,554百万円であり、その主なものは、当社本

社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であ

ります。 

５．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額が含まれております。 

  
工作機械事業
（百万円） 

専用機その他
の事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 29,096 4,909 34,006 － 34,006 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 29,096 4,909 34,006 － 34,006 

営業費用 24,108 4,009 28,118 605 28,723 

営業利益 4,987 899 5,887 (605) 5,282 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出 
          

資産 26,829 4,442 31,272 5,554 36,827 

減価償却費 436 104 540 39 580 

資本的支出 2,874 659 3,533 － 3,533 
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当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、製品の種類別区分によっております。 

２．各区分の主な製品 

(1）工作機械事業：ＣＮＣ精密自動旋盤、ＣＮＣ精密円筒研削盤、マシニングセンタ、転造盤、ラップ盤 

(2）専用機その他の事業：専用機、ゲージブロック、ロールダイス、ねじインサート 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用の金額は758百万円であり、その主なものは、

当社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,945百万円であり、その主なものは、当社本

社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であ

ります。 

５．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額が含まれております。 

６．会計方針の変更 

（ストック・オプション等に関する会計基準） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」の１．に記載のとおり、当連結会計年度より、

「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）及び「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31日）を適

用しております。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は98百万円増加し、営業

利益は同額減少しております。 

（役員賞与に関する会計基準） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４．会計処理基準に関する事項（3）重要な引当金

の計上基準③役員賞与引当金に記載のとおり、当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用しております。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は15百万円増加し、営業

利益は同額減少しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額の合計額に占める

割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメントの記載を省略しております。 

  
工作機械事業
（百万円） 

専用機その他
の事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 32,774 3,782 36,557 － 36,557 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 32,774 3,782 36,557 － 36,557 

営業費用 27,122 3,197 30,319 758 31,078 

営業利益 5,652 584 6,237 (758) 5,478 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出 
          

資産 26,333 3,665 29,998 5,945 35,943 

減価償却費 574 163 737 22 759 

資本的支出 781 171 953 － 953 
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【海外売上高】 

最近２連結会計年度の海外売上高は、次のとおりであります。 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）アジア……………台湾、タイ、香港、シンガポール、中国 

(2）アメリカ…………アメリカ合衆国 

(3）ヨーロッパ………ドイツ、スイス、イタリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  アジア アメリカ ヨーロッパ 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 10,682 2,272 589 13,545 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       34,006 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
31.4 6.7 1.7 39.8 

  
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  アジア アメリカ ヨーロッパ 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 11,360 3,296 639 15,296 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       36,557 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
31.1 9.0 1.7 41.8 
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（関連当事者） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 役員及び個人主要株主等 

１．取引金額には消費税は含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 

２．当社製品の販売、同社商品の仕入及び固定資産の購入については、市場価格を参考に決定しております。 

３．梅中 茂は、平成17年４月30日付で当社の取締役を退任したため、関連当事者に該当しなくなりました。こ

のため、取引金額は梅中 茂が関連当事者に該当していた平成17年４月の金額を記載し、期末残高は関連当

事者でなくなった時点の金額を記載しております。 

４．藤森 一雄は、平成17年６月24日付で当社の監査役に就任したため、取引金額につきましては平成17年６月

から平成18年３月までの金額について記載しております。 

５．株式会社東京精密は、所有している当社の株式4,592千株をみずほ信託銀行株式会社に退職給付信託として

拠出しており、その議決権の行使については、株式会社東京精密が指図権を留保しております。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 役員及び個人主要株主等 

１．取引金額には消費税は含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 

２．当社製品の販売、同社商品の仕入及び固定資産の購入については、市場価格を参考に決定しております。 

３．株式会社東京精密は、所有している当社の株式4,592千株をみずほ信託銀行株式会社に退職給付信託として

拠出しており、その議決権の行使については、株式会社東京精密が指図権を留保しております。 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所有
（被所有）割合

（％） 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 

（百万円）
役員の兼任等事業上の関係

役員 梅中 茂 － － 

当社取締役 

㈱東精エンジ

ニアリング代

表取締役社長 

（所有） 

間接 0.16％ 
－ － 

当社製品

の販売 
40 売掛金 42 

役員 藤森 一雄 － － 

当社監査役 

㈱東京精密代

表取締役 

（所有） 

直接 0.16％ 

（被所有） 

直接 6.09％ 

－ － 

当社製品

の販売 
3,172 

受取手形 

売掛金 

1,427 

438 

同社商品

の仕入 
74 

支払手形 

買掛金 

26 

7 

固定資産

の購入 
8  － －

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所有
（被所有）割合

（％） 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 

（百万円）
役員の兼任等事業上の関係

役員 藤森 一雄 － － 

当社監査役 

㈱東京精密代

表取締役 

（所有） 

直接 0.16％ 

（被所有） 

直接 5.81％ 

－ － 

当社製品

の販売 
1,876 

受取手形 

売掛金 

287 

149 

同社商品

の仕入 
102 

支払手形 

買掛金 

23 

1 

固定資産

の購入 
15 

設備支払

手形 
9
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 306.53円 

１株当たり当期純利益金額 71.38円 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 
70.81円 

１株当たり純資産額 322.67円 

１株当たり当期純利益金額 46.36円 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 
46.05円 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 5,530 3,447 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 38 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (38) (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 5,492 3,447 

期中平均株式数（千株） 76,947 74,365 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） 616 498 

（うちストックオプション） (616) (498) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

－ 

平成18年６月23日定時株主総会

決議によるストック・オプショ

ン(株式の数340千株) 
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（重要な後発事象） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

ストックオプションの決議 

 提出会社は、平成18年６月23日開催の第103期定時株主総会において、新株予約権の発行を決議しておりま

す。 

 その内容は、「第４ 提出会社の状況」の「１ 株式等の状況」における「（7）ストックオプション制度の

内容」３.平成18年６月23日開催の定時株主総会決議に基づくものに記載のとおりであります。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

ストックオプションの決議 

 提出会社は、平成19年６月22日開催の第104期定時株主総会において、新株予約権の発行を決議しておりま

す。 

 その内容は、「第４ 提出会社の状況」の「１ 株式等の状況」における「（8）ストックオプション制度の

内容」４.平成19年６月22日開催の定時株主総会決議に基づくものに記載のとおりであります。 
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⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

      該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 
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２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金   2,358   3,191

２．受取手形 ※1,5 5,058   3,011

３．売掛金 ※１ 9,194   11,195

４．商品   15   9

５．製品   1,208   843

６．原材料   1,237   1,282

７．仕掛品   4,978   5,003

８．貯蔵品   2   2

９．前渡金   0   －

10．前払費用   18   24

11．関係会社短期貸付金   129   94

12．繰延税金資産   416   385

13．立替金 ※１  502   114

14．預け金   493   －

15．その他   349   145

貸倒引当金   △78   △78

流動資産合計   25,886 71.5   25,224 71.7
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前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定資産     

(1）有形固定資産     

１．建物   6,598 6,585 

減価償却累計額   2,640 3,958 2,721 3,863

２．構築物   408 437 

減価償却累計額   217 191 238 198

３．機械装置   8,278 8,444 

減価償却累計額   6,518 1,759 6,535 1,909

４．車両運搬具   51 47 

減価償却累計額   37 13 35 12

５．工具   374 125 

減価償却累計額   287 86 65 59

６．器具備品   321 338 

減価償却累計額   175 146 196 142

７．土地   476   486

８．建設仮勘定   5   2

有形固定資産合計   6,637 18.3   6,675 19.0

(2）無形固定資産     

１．ソフトウェア   6   4

２．電話加入権   8   8

無形固定資産合計   14 0.0   13 0.0

(3）投資その他の資産     

１．投資有価証券   2,609   2,205

２．関係会社株式   317   317

３．出資金   0   －

４．関係会社出資金   658   658

５．従業員に対する長期
貸付金 

  2   2

６．長期前払費用   3   3

７．その他   83   86

投資その他の資産合計   3,676 10.2   3,273 9.3

固定資産合計   10,329 28.5   9,961 28.3

資産合計   36,215 100.0   35,186 100.0 
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前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．支払手形  ※１ 6,678   7,067

２．買掛金  ※１ 2,351   2,337

３．未払金  ※１ 420   463

４．未払費用  ※１ 310   285

５．未払法人税等   1,665   891

６．前受金   7   0

７．預り金   82   54

８．賞与引当金   260   240

９．設備支払手形   436   72

10．役員賞与引当金   －   15

11．その他   17   33

流動負債合計   12,230 33.8   11,461 32.6

Ⅱ 固定負債     

１．繰延税金負債   552   269

２．退職給付引当金   596   646

３．預り保証金   16   16

４．長期前受収益   2   0

５．その他   69   69

固定負債合計   1,236 3.4   1,002 2.8

負債合計   13,467 37.2   12,463 35.4

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※２ 10,599 29.3   － －

Ⅱ 資本剰余金     

１．資本準備金   4,138 － 

２．その他資本剰余金     

(1）資本準備金減少差益   3,884 － 

資本剰余金合計   8,022 22.1   － －

Ⅲ 利益剰余金     

１．当期未処分利益   7,335 － 

利益剰余金合計   7,335 20.3   － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  805 2.2   － －

Ⅴ 自己株式 ※３ △4,015 △11.1   － －

資本合計   22,747 62.8   － －

負債・資本合計   36,215 100.0   － －
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前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   10,599 30.1 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     4,138     

(2）その他資本剰余金   －     82     

資本剰余金合計      － －   4,220 12.0 

３．利益剰余金               

(1）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   －     9,890     

利益剰余金合計      － －   9,890 28.1 

４．自己株式     － －   △2,681 △7.6 

株主資本合計      － －   22,028 62.6 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   600 1.7 

評価・換算差額等合計      － －   600 1.7 

Ⅲ 新株予約権     － －   94 0.3 

純資産合計      － －   22,723 64.6 

負債純資産合計      － －   35,186 100.0 
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②【損益計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高               

１．製品売上高   31,866     34,431     

２．商品売上高   1,395 33,262 100.0 823 35,255 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１．製品売上原価               

(1）製品期首たな卸高   773     1,208     

(2）当期製品製造原価   25,140     26,170     

合計   25,914     27,378     

(3）製品期末たな卸高   1,208     843     

(4）他勘定への振替高 ※１ 177     43     

(5）差引製品売上原価   24,528     26,491     

２．商品売上原価               

(1）商品期首たな卸高   3     15     

(2）当期商品仕入高   1,317     767     

合計   1,320     782     

(3）商品期末たな卸高   15     9     

(4）差引商品売上原価   1,304 25,833 77.7 773 27,265 77.3 

売上総利益     7,428 22.3   7,989 22.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１．荷造運搬費   69     93     

２．広告宣伝費   173     239     

３．役員報酬   123     143     

４．給与諸手当   487     537     

５．賞与引当金繰入額   127     133     

６．役員賞与引当金繰入額   －     15     

７．退職給付費用   76     69     

８．賃借料   101     100     

９．旅費交通費   218     228     

10．保険料   116     127     

11．技術研究費 ※２ 482     614     

12．減価償却費   19     20     

13．その他   545 2,542 7.6 756 3,079 8.8 

営業利益     4,886 14.7   4,909 13.9 
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前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   10     5     

２．受取配当金 ※３ 61     169     

３．賃貸料 ※３ 68     59     

４．受取保険金   65     44     

５．その他   57 263 0.8 63 342 1.0 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   0     0     

２．賃貸資産費用   47     39     

３．売上割引   7     11     

４．手形売却損   42     71     

５．その他   35 132 0.4 20 141 0.4 

経常利益     5,016 15.1   5,110 14.5 

Ⅵ 特別利益               

１．投資有価証券売却益   54     0     

２．固定資産売却益 ※４ 2,429     120     

３．貸倒引当金戻入益   8     －     

４．その他   96 2,588 7.7 － 120 0.3 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産除却損 ※５ 702     83     

２．固定資産売却損 ※６ 6     48     

３．たな卸資産除却損   89     40     

４．たな卸資産評価損   12     51     

５．投資有価証券評価損   19     63     

６．訴訟費用 ※７ －     86     

７．機械設備移設費用   154     －     

８．その他   93 1,077 3.2 35 409 1.1 

税引前当期純利益     6,527 19.6   4,821 13.7 

法人税、住民税及び事
業税 

  1,610     1,675     

法人税等調整額   △416 1,194 3.6 △111 1,564 4.5 

当期純利益     5,333 16.0   3,257 9.2 

前期繰越利益     2,232     －   

中間配当額     230     －   

当期未処分利益     7,335     －   
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製造原価明細書 

    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費   19,886 73.0 19,510 71.9

Ⅱ 労務費   3,096 11.4 3,225 11.9

Ⅲ 経費   4,244 15.6 4,394 16.2

（減価償却費）   (484) (626) 

（外注加工費）   (2,381) (2,216) 

当期総製造費用   27,227 100.0 27,130 100.0 

仕掛品期首たな卸高   3,683 4,978 

合計   30,911 32,109 

仕掛品期末たな卸高   4,978 5,003 

他勘定への振替高 ※１ 791 935 

当期製品製造原価   25,140 26,170 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

原価計算の方法 原価計算の方法 

実際原価計算を採用し、製品別には、工作機械・測定

器については個別原価計算法、原器・工具については

総合原価計算法を実施しております。なお、加工費に

ついては一部予定で計算し、実際額との差額をたな卸

資産と売上原価に配賦しております。 

同左 

※１ 他勘定への振替高 ※１ 他勘定への振替高 

固定資産へ    128百万円

販売費及び一般管理費へ 584 

その他 77 

     791百万円

固定資産へ 180百万円

販売費及び一般管理費へ 705 

その他 49 

    935百万円
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③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

    
前事業年度 

株主総会承認日 
（平成18年６月23日） 

区 分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   7,335

Ⅱ 利益処分額   

１．配当金   379

２．役員賞与金   25

 （うち取締役分）   (20)

 （うち監査役分）   (5) 404

Ⅲ 次期繰越利益   6,931

    

 

株主資本 
評価・換
算差額等 

新株 
予約権 

純資産 
合計 

資本金 

資本剰余金 
利益 

剰余金 

自己株式
株主資本 

合計 

その他有
価証券評
価差額金 

資本 
準備金 

その他資
本剰余金

資本 
剰余金 
合計 

その他利
益剰余金

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

10,599 4,138 3,884 8,022 7,335 △4,015 21,942 805 － 22,747 

事業年度中の変動額                    

利益処分による配当         △379   △379     △379 

剰余金の配当         △297   △297     △297 

利益処分による役員賞与         △25   △25     △25 

当期純利益         3,257   3,257     3,257 

自己株式の取得           △2,587 △2,587     △2,587 

自己株式の消却     △3,770 △3,770   3,770 －     － 

自己株式の処分     △32 △32   151 119     119 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

              △205 94 △110 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － △3,802 △3,802 2,554 1,333 86 △205 94 △24 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

10,599 4,138 82 4,220 9,890 △2,681 22,028 600 94 22,723 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

 商品、製品、原材料、仕掛品、貯蔵品

は移動平均法による原価法によっており

ます。 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物        15年～38年 

機械装置      10年 

工具・器具備品   ５年 

(1）有形固定資産 

同左 

     

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 定額法によっております。 

(3）長期前払費用 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

  従業員の賞与の支払いに備えるた

め、支給見込額のうち当事業年度に負

担すべき額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3）役員賞与引当金 

――――― 

(3）役員賞与引当金 

  役員の賞与の支払いに備えるため、

支給見込額のうち当事業年度に負担す

べき額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

  当事業年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用しておりま

す。 

  これにより営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益は、それぞれ15百万

円減少しております。 

  (4）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 なお、会計基準変更時差異（2,086百

万円）については、15年による按分額

を費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理すること

としております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

  (5）役員退職慰労引当金 

――――――― 

（追加情報） 

 平成17年４月15日開催の取締役会にお

いて当社は取締役及び監査役に対する役

員退職慰労金制度を廃止し、平成17年６

月24日開催の定時株主総会において役員

退職慰労金の打ち切り支給案が承認可決

されました。 

 これにより、当事業年度において「役

員退職慰労引当金」を全額取崩し、打ち

切り支給額を固定負債の「その他」に含

めて表示しております。 

 なお、当事業年度末の固定負債の「そ

の他」に含まれる役員退職慰労金の未払

金額は49百万円であります。 

(5）役員退職慰労引当金 

――――――― 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理方法 

 消費税及び地方消費税は税抜方式に

よっております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 
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会計処理方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．ストック・オプション等

に関する会計基準 

 ―――――  当事業年度より、「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準」（企業会計基

準第８号 平成17年12月27日）及び「ス

トック・オプション等に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第

11号 平成18年５月31日）を適用してお

ります。 

 これにより、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益は、それぞれ98百万円

減少しております。 

２．貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準 

 ―――――  当事業年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月９日)を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する

金額は22,629百万円であります。  

 なお、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、財務諸表等規

則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。  

３．自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基

準等の一部改正 

 ―――――  当事業年度から、改正後の「自己株式

及び準備金の額の減少等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 最終改正平

成18年８月11日 企業会計基準第１号）

及び「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 最終改正平成18年８月11

日 企業会計基準適用指針第２号）を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はありま

せん。  

 なお、財務諸表等規則の改正により、

当事業年度における財務諸表は改正後の

財務諸表等規則により作成しておりま

す。  
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表示方法の変更 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表） 

 前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しており

ました「立替金」は、当期において、資産の総額の100分

の１を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前期末の流動資産の「その他」に含まれる「立

替金」は23百万円であります。 

（貸借対照表） 

 前期まで区分掲記しておりました「前渡金」（当期末

残高０百万円）は、資産の総額の100分の１以下であるた

め、流動資産の「その他」に含めて表示することにしま

した。 

 前期まで区分掲記しておりました「出資金」（当期末

残高０百万円）は、資産の総額の100分の１以下であるた

め、投資その他の資産の「その他」に含めて表示するこ

とにしました。 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１．関係会社に係る注記 ※１．関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対する主なものは次のとおりであります。 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対する主なものは次のとおりであります。 

受取手形    209百万円

売掛金 631 

立替金 501 

その他(負債) 430 

受取手形 205百万円

売掛金 546 

買掛金 683 

その他(負債) 248 

※２．授権株式数 普通株式 320,000,000株

発行済株式総数 普通株式 89,019,379株

※２．       ――――― 

※３．自己株式 ※３．       ――――― 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

13,099,280株であります。 

 

４．受取手形割引高 －百万円

輸出受取手形割引高 2,406 

４．受取手形割引高 1,000百万円

輸出受取手形割引高 2,687 

※５．       ――――― ※５．期末日満期手形 

   期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当期末日

が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれております。 

    受取手形 770百万円

６．配当制限 ６．        ――――― 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を付

したことにより増加した純資産額は805百万円でありま

す。 

  

７．平成16年６月25日開催の定時株主総会において下記

の欠損てん補を行っております。 

資本準備金 1,113百万円

７．        ――――― 
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（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)１．自己株式の普通株式の株式数の増加3,680千株は、単元未満株式の買取りによる増加18千株、当社が取得した自

己株式3,662千株であります。 

２．自己株式の普通株式の株式数の減少10,438千株は、ストック・オプションの行使による減少438千株、消却によ

る減少10,000千株であります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．他勘定への振替高 ※１．他勘定への振替高 

固定資産へ 134百万円

その他 43 

固定資産へ 36百万円

その他 6 

※２．研究開発費の総額 ※２．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費 
482百万円

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費 
   614百万円

※３．関係会社との取引にかかるもの ※３．関係会社との取引にかかるもの 

受取配当金 40百万円

賃貸料 50 

受取配当金 141百万円

賃貸料 45 

※４．固定資産売却益の内訳は、土地2,429百万円であり

ます。 

※４．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

   

    

    

土地 120百万円

その他 0 

計 120 

※５．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※５．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 310百万円

構築物 67 

機械装置 42 

工具 79 

解体費用 178 

その他 23 

計 702 

工具 82百万円

その他 1 

計 83 

※６．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※６．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

構築物 2百万円

土地 2 

その他 1 

計 6 

建物  36百万円

機械装置 10 

その他 0 

計 48 

※７．       ――――― ※７．訴訟費用は、訴訟に関する弁護士費用等でありま

す。 

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式 13,099 3,680 10,438 6,341 

合計 13,099 3,680 10,438 6,341 
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（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月

31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

   
取得価額相

当額 
 

減価償却累

計額相当額 
 

期末残高相

当額 

機械装置   30   28   2 

車両運搬具   10   6   4 

器具備品   147   107   40 

ソフトウェ

ア 
  25   12   12 

合計   215   154   60 

   
取得価額相

当額 
 

減価償却累

計額相当額 
 

期末残高相

当額 

車両運搬具  7   3   3 

器具備品   75   44   31 

ソフトウェ

ア 
  31   19   11 

合計   114   67   46 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 21百万円

１年超 38 

計 60百万円

１年以内 20百万円

１年超 26 

計 46百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 29百万円

減価償却費相当額 29 

支払リース料 24百万円

減価償却費相当額 24 

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（繰延税金資産）    

貸倒引当金損金算入限度超過額 36百万円

賞与引当金否認 105  

退職給付引当金否認 242  

投資有価証券評価損否認 380  

関係会社株式評価損否認 47  

たな卸資産評価損否認 23  

減損損失否認 214  

未払事業税否認 141  

その他 117  

繰延税金資産小計 1,309  

評価性引当額 △892  

繰延税金資産合計 416  

（繰延税金資産）    

貸倒引当金 35百万円

賞与引当金 97  

退職給付引当金 270  

投資有価証券評価損 380  

関係会社株式評価損 47  

たな卸資産評価損 13  

減損損失 121  

未払事業税 83  

その他 82  

繰延税金資産小計 1,133  

評価性引当額 △606  

繰延税金資産合計 527  

（繰延税金負債）    

その他有価証券評価差額金 △552百万円

繰延税金負債合計 △552  

繰延税金資産（負債）の純額 △136  

（繰延税金負債）    

その他有価証券評価差額金 △411百万円

繰延税金負債合計 △411  

繰延税金資産（負債）の純額 115  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）    

評価性引当額の増減 △22.1  

住民税均等割 0.3  

試験研究費特別控除 △0.7  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.3  

その他 △0.2  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 18.3  

法定実効税率 40.7％ 

（調整）    

評価性引当額の増減 △5.9  

住民税均等割 0.4  

試験研究費特別控除 △1.4  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.3  

その他 △0.3  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.4  
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

ストックオプションの決議 

 当社は、平成18年６月23日開催の第103期定時株主総会において、新株予約権の発行を決議しております。 

 その内容は、「第４ 提出会社の状況」の「１ 株式等の状況」における「（7）ストックオプション制度の

内容」３.平成18年６月23日開催の定時株主総会決議に基づくものに記載のとおりであります。 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

ストックオプションの決議 

 当社は、平成19年６月22日開催の第104期定時株主総会において、新株予約権の発行を決議しております。 

 その内容は、「第４ 提出会社の状況」の「１ 株式等の状況」における「（8）ストックオプション制度の

内容」４.平成19年６月22日開催の定時株主総会決議に基づくものに記載のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 299.63円 

１株当たり当期純利益金額 68.99円 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 
68.44円 

１株当たり純資産額 312.66円 

１株当たり当期純利益金額 43.80円 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 
43.51円 

  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 5,333 3,257 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 25 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (25) (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 5,308 3,257 

期中平均株式数（千株） 76,947 74,365 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） 616 498 

（うちストックオプション） (616) (498) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

－ 

平成18年６月23日定時株主総会

決議によるストック・オプショ

ン(株式の数340千株) 
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④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

ファナック㈱ 50,000 548 

㈱山善 500,000 432 

㈱森精機製作所 100,000 281 

㈱東京精密 65,000 260 

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 134 179 

㈱八十二銀行 195,971 160 

㈱北越銀行 466,463 141 

㈱第四銀行 240,240 119 

帝国通信工業㈱ 80,000 45 

トッキ㈱ 67,526 27 

その他（７銘柄） 1,055,581 9 

計 2,820,916 2,205 
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【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

３．長期前払費用の差引当期末残高欄括弧内の数字（内数）は１年以内償却額であり、流動資産・前払費用に含

めて表示しております。 

４．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額の「その他」78百万円は、洗替による取崩額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産               

建物 6,598 199 212 6,585 2,721 235 3,863 

構築物 408 42 14 437 238 34 198 

機械装置 8,278 552 386 8,444 6,535 362 1,909 

車両運搬具 51 5 10 47 35 6 12 

工具 374 70 318 125 65 14 59 

器具備品 321 20 2 338 196 24 142 

土地 476 85 74 486 － － 486 

建設仮勘定 5 365 368 2 － － 2 

有形固定資産計 16,514 1,341 1,388 16,468 9,793 677 6,675 

無形固定資産               

ソフトウェア － － － 11 6 1 4 

電話加入権 － － － 8 － － 8 

無形固定資産計 － － － 20 6 1 13 

 長期前払費用 7 － － 7 3 0 
(0) 

3 

繰延資産 － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

建物 長岡工場 社員寮建物及び建物附属設備 140百万円 

機械装置 長岡工場 工作機械製造設備 403百万円 

機械装置 信州工場 工作機械製造設備 149百万円 

工具・器具備品 長岡工場 工作機械製造工具 44百万円 

土地 長岡工場 子会社より移管 55百万円 

土地 長岡工場 部品倉庫用地 30百万円 

建物 本社 営業所建物売却 44百万円 

建物 長岡工場 社員寮建替に伴う売却 168百万円 

機械装置 信州工場 工作機械製造設備除売却 380百万円 

土地 本社 営業所用地売却 48百万円 

土地 長岡工場 社員寮建替に伴う売却 26百万円 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 78 78 － 78 78 

賞与引当金 260 240 260 － 240 

役員賞与引当金 － 15 － － 15 
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(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

(A）現金及び預金 

(B）受取手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

項目 金額（百万円） 

現金 22 

預金   

当座預金 3,024 

普通預金 60 

定期預金 40 

別段預金 14 

定期積金 30 

小計 3,168 

合計 3,191 

相手先 金額（百万円） 

㈱大陽商会 549 

㈱東京精密 287 

㈱宮澤機工 229 

㈱ツガミマシナリー 201 

日本スーパー工業㈱ 179 

その他 1,564 

合計 3,011 

期日別 金額（百万円） 

平成19年４月 891 

〃 ５月 511 

〃 ６月 101 

〃 ７月 966 

〃 ８月 298 

〃 ９月 76 

〃 10月以降 166 

合計 3,011 
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(C）売掛金 

相手先別内訳 

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

相手先 金額（百万円） 

石川島汎用機械㈱ 1,017 

HENKO MACHINE TOOLS PTE LTD 537 

MSM(THAILAND) CO.,LTD. 511 

セイコーインスツル㈱ 490 

NIDEC PRECISION (THAILAND) CO.,LTD. 407 

その他 8,230 

合計 11,195 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100％ 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

9,194 36,519 34,518 11,195 75.5 101.9 
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(D）商品 

 商品9百万円は主として他社より仕入れた工作機械部品等であります。 

(E）製品 

(F）原材料 

(G）仕掛品 

(H）貯蔵品 

 貯蔵品2百万円は主として消耗品であります。 

品目別 金額（百万円） 

工作機械   

自動旋盤 751 

研削盤 9 

転造盤・ラップ盤 14 

その他 67 

合計 843 

種類別 金額（百万円） 

主要材料   

鋼材 12 

鋳物 0 

部品   

購入部品 514 

外注部品 726 

自製部品 27 

合計 1,282 

品目別 金額（百万円） 

工作機械   

自動旋盤 3,496 

研削盤 550 

マシニングセンタ 376 

転造盤・ラップ盤 148 

その他 431 

合計 5,003 
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② 流動負債 

(A）支払手形 

相手先別内訳 

  

期日別内訳 

(B）買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

ファナック㈱ 1,463 

㈱カントー 412 

ＴＨＫ㈱ 274 

㈱アルプスツール 204 

㈱七里商店 202 

その他 4,509 

合計 7,067 

期日別 金額（百万円） 

平成19年４月 1,801 

〃 ５月 1,735 

〃 ６月 1,427 

〃 ７月 1,566 

〃 ８月 263 

〃 ９月 273 

合計 7,067 

相手先 金額（百万円） 

㈱ツガミシマモト 275 

ファナック㈱ 238 

㈱ツガミマシナリー 136 

㈱育良精機製作所 128 

ＴＨＫ㈱ 77 

その他 1,482 

合計 2,337 
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第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権

利以外の権利を有しておりません。  

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
100,000株券、10,000株券、1,000株券、500株券、100株券および100株未

満の株数を表示した株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内1-4-5 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内1-4-5 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店、 

野村證券株式会社全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 印紙税相当額に50円を加算した額 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内1-4-5 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内1-4-5 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店、 

野村證券株式会社全国本支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得な

い事由によって電子公告による公告ができない場合は、官報に掲載して

行う。 

株主に対する特典 なし 
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第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

  当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

  当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日）平成18年４月13日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日）平成18年５月12日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日）平成18年６月14日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年６月30日）平成18年７月13日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年６月30日）平成18年７月13日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年７月31日）平成18年８月11日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年８月11日 至 平成18年８月31日）平成18年９月14日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年９月１日 至 平成18年９月30日）平成18年10月12日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年10月１日 至 平成18年10月31日）平成18年11月14日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年11月１日 至 平成18年11月30日）平成18年12月14日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年12月11日 至 平成18年12月31日）平成19年１月12日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年１月31日）平成19年２月14日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年２月28日）平成19年３月14日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年３月31日）平成19年４月12日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年４月30日）平成19年５月14日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成19年５月１日 至 平成19年５月31日）平成19年６月14日関東財務局長に提出 

(2）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第103期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月26日関東財務局長に提

出 

(3）半期報告書 

 （第104期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月21日関東財務局長に提出 

(4）臨時報告書 

 平成18年６月28日関東財務局長に提出 

 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に基づく

臨時報告書であります。 

(5）臨時報告書の訂正報告書 

 平成18年７月４日関東財務局長に提出 

 平成18年６月28日提出の臨時報告書に係る訂正報告書であります。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の監査報告書

    平成18年６月23日

株式会社ツガミ    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定  社 員
業務執行社員

  公認会計士 飯塚 昇   印

 
指 定  社 員
業務執行社員

  公認会計士 笛木 忠男  印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ツガミの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ツガミ及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

＊上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書

    平成19年６月22日

株式会社ツガミ    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定  社 員
業務執行社員

  公認会計士 飯塚 昇   印

 
指 定  社 員
業務執行社員

  公認会計士 笛木 忠男  印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ツガミの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ツガミ及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

＊上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書

    平成18年６月23日

株式会社ツガミ    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定  社 員
業務執行社員

  公認会計士 飯塚 昇   印

 
指 定  社 員
業務執行社員

  公認会計士 笛木 忠男  印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ツガミの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第103期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ツガミの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

＊上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書

    平成19年６月22日

株式会社ツガミ    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定  社 員
業務執行社員

  公認会計士 飯塚 昇   印

 
指 定  社 員
業務執行社員

  公認会計士 笛木 忠男  印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ツガミの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第104期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ツガミの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

＊上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。 
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